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　薬剤師免許を取得することによって、下記のような道が拓けます。
　ただし、資格の中には、各団体・機関に採用された後にその長から任命されるもの、
また申請・届出・許可・講習受講・実務経験等が必要な場合があります。

■６年制薬学部を卒業すれば得られる資格

○薬剤師国家試験受験資格

■薬剤師でなければできない業務

○薬局、病院・診療所での調剤業務　○保険薬剤師　○薬局の管理者（管理薬剤師）　○学校薬剤師

■薬剤師であれば取得できる資格（業務）

○医薬品販売業の管理者　○麻薬取締官・麻薬取締員（公務員）　○麻薬管理者　
○放射線取扱主任者　○向精神薬取扱責任者　○食品衛生管理者　○毒物劇物取扱責任者

○医薬品・医療機器等の製造販売業の総括製造販売責任者
○医薬品・医療機器等の製造所の製造管理者・責任技術者

○食品衛生監視員（公務員）　○薬事監視員（公務員）　○環境衛生監視員・環境衛生指導員（公務員）

卒業後に取得できる主な資格06 

規則集
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京都薬科大学における単位互換の実施に関する規程03 
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京都薬科大学学位規程06 
京都薬科大学奨学金規則07 
京都薬科大学奨学金規則施行細則08 
京都薬科大学法令等に係る授業料等減免規則09 
京都薬科大学授業料減免及び徴収猶予規則10 

11 
12 

京都薬科大学海外短期留学奨学金規則

13 
学校法人京都薬科大学個人情報保護規程

京都薬科大学学生自治会会則
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01 京都薬科大学学則

第１章　総　則
第１条　本学は、教育基本法（昭和 18 年法律第

120 号）及び学校教育法（昭和 22 年法律第 26
号）の定めに従い、薬学を基盤とした学術的
探究心と実践意欲を伴う思考力及び行動力、
さらには多様性に対応できる人間性を兼備し
た薬剤師の素養を身につける教育研究をとお
して、医療、福祉及び社会の発展に貢献しう
る有用な人材を養成することを目的とする。
第２条　本学は、その教育研究水準の向上及び

活性化を図り、本学の目的及び社会的使命を
達成するため、自己点検及び評価を行い、そ
の結果を公表するものとする。
２　前項に規定する自己点検及び評価に関し必

要な事項は、別に定める。
３　本学は、第１項に規定する自己点検及び評

価の結果について、本学の職員以外の者によ
る検証を行う。
第２条の２　本学は、学校教育法施行規則（昭

和 22 年文部省令第 11 号）第 172 条の２の規
定に基づき、本学における教育研究活動等の
状況及び教育上の目的に応じ学生が修得すべ
き知識並びに能力に関する情報について、刊
行物への掲載、インターネットの利用その他
広く周知を図ることができる方法によって、
積極的に情報を提供するものとする。
第３条　本学に薬学部及び大学院を置く。
２　薬学部に薬学科を置く。薬学科の入学定員

及び収容定員は、次のとおりとする。
　	 入学定員	 収容定員
　　薬学科	 360 名	 2,160 名
３　大学院の学則は、別に定める。
第４条　本学の修業年限は、６年とする。
第５条　本学に６年以上在学し、所定の単位を

修得した者に学士（薬学）の学位を授与する。
第６条　学士の学位を授与された者は、学位簿

に登録する。

第２章　職員及び教授会
第７条　本学に学長を置く。
２　学長は、本学の校務をつかさどり、所属職

員を統督するとともに、本学を代表する。
第８条　本学に教授、准教授、講師、助教、助

手及びその他の職員（以下「職員」という。）
を置く。
２　学長は、必要に応じて副学長を置くことが

できる。

３　副学長は、学長を助け、学長の命を受けて
校務をつかさどる。
４　副学長に関し必要な事項は、別に定める。
５　職員に関し必要な事項は、別に定める。
第９条　本学に教授会を置く。
２　教授会に関し必要な事項は、別に定める。
第９条の２　教学に関する大学運営方針を協議

及び調整するため、本学に幹事会を置く。
２　幹事会に関し必要な事項は、別に定める。
第 10 条　教授会は、学長が次の各号に掲げる事

項について決定を行うに当たり意見を述べる
ものとする。

　　⑴　学生の入学及び卒業に関すること。
　　⑵　学士の学位授与に関すること。
　　⑶　前２号に掲げるもののほか、本学の教

育研究に関する重要な事項で、教授会の
意見を聴くことが必要なものとして学長
が定めるもの

２　教授会は、前項に規定するもののほか、学
長がつかさどる本学の教育研究に関する事項
について審議し、及び学長の求めに応じ、意
見を述べることができる。

第３章　学年、学期及び休業
第 11 条　学年は、毎年４月１日に始まり翌年３

月 31 日に終わる。
第 12条　学年を分けて、次の２学期とする。
　　前期　　４月１日から９月 30 日まで
　　後期　　10 月１日から翌年３月 31 日まで
２　前項の規定にかかわらず、前期及び後期の

授業日数を調整するため、前期の終期及び後
期の始期を変更することがある。
第 13条　休業日は、次のとおりとする。
　　⑴　土曜日
　　⑵　日曜日
　　⑶　国民の休日に関する法律（昭和 23 年法

律第 178 号）に規定する休日
　　⑷　創立記念日　４月 27 日
　　⑸　春季休業、夏季休業及び冬季休業
２　前項第５号の休業日は、毎年度、学長が定める。
３　前２項の規定にかかわらず、必要に応じて

休業日を変更し、若しくは臨時に休業日を定
め、又は休業日に授業を課することがある。

第４章　入学、転学、休学、退学、復学
及び再入学
第 14 条　本学に入学できる者は、次の各号のい
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ずれかに該当する者とする。
　　⑴　高等学校又は中等教育学校を卒業した

者
　　⑵　通常の課程による 12 年の学校教育を修

了した者又は通常の課程以外の課程によ
りこれに相当する学校教育を修了した者

　　⑶　外国において学校教育における 12 年の
課程を修了した者又はこれに準ずる者で
文部科学大臣の指定した者

　　⑷　文部科学大臣が高等学校の課程と同等
の課程を有するものとして認定した在外
教育施設の当該課程を修了した者

　　⑸　専修学校の高等課程（修業年限が３年
以上であることその他の文部科学大臣が
定める基準を満たすものに限る。）で文部
科学大臣が別に指定するものを文部科学
大臣が定める日以後に修了した者

　　⑹　文部科学大臣の指定した者
　　⑺　高等学校卒業程度認定試験規則（平成

17 年文部科学省令第１号）による高等学
校卒業程度認定試験に合格した者（旧規
程による大学入学資格検定に合格した者
を含む。）

　　⑻　本学において、個別の入学資格審査に
より、高等学校を卒業した者と同等以上
の学力があると認めた者で、18 歳に達し
た者

第 15条　入学の時期は、学年の始めとする。
第 16 条　入学志願者は、指定期日までに、所定

の書類に入学検定料を添えて願出しなければ
ならない。
２　入学志願期日、選抜試験の方法及び期日は、

その都度定める。
第 17 条　入学の許可は、高等学校卒業の程度に

つき選抜試験を行い、その結果により、これ
を決定する。
第 18 条　入学者又は転入学者は、所定の方式に

より、宣誓を行い保証人連署の誓約書を提出
しなければならない。
２　所定の宣誓をなさず、又は誓約書を差出さ

ない者は、入学の許可を取消す。
第 19 条　他の大学から本学に、又は本学から他

の大学に、転学を希望する者は、所定の手続
きをとらなければならない。
第 20 条　本学への転入学は、欠員のある場合に

限り、学長が授業科目の履修及び在学年数を
決定し、これを許可することがある。
２　前項の規定により入学を許可された者の入

学年次及び在学期間の通算等の取扱いは、学
長が決定する。
第 21 条　学生の在学期間は、11 年を超えるこ

とができない。
２　第１年次から第２年次までの在学期間は、

４年を超えることはできない。
３　第３年次から第４年次までの在学期間は、

４年を超えることはできない。
４　転入学者は、最短修業年限の２倍を超えて

在学することはできない。
第 22 条　病気その他の事由により３月以上修学

を中止しようとする者は、保証人連署の休学
許可願を提出し、学長の許可を受けなければ
ならない。ただし、修学が不適当と認められ
る者に対しては、学長は休学を命ずることが
できる。
２　前項の休学期間は、２年度にまたがること

はできない。ただし、特別の事由がある場合
は、次年度に限り引き続き休学することがで
きる。
３　休学は、通算４年を超えることができない。
４　休学期間は、在学期間に算入しない。
第 22 条の２　学生が復学しようとするときは、

保証人連署の復学許可願を提出し、学長の許
可を受けなければならない。
２　休学者の復学は、学期の始めよりとする。
第 23 条　学生が退学しようとするときは、保証

人連署の退学許可願を提出し、学長の許可を
受けなければならない。
第 24 条　学生が、次の各号のいずれかに該当す

るときは、退学させる。
　　⑴　学費の納付金を滞納し、督促を受けて

も所定の期日までに納付しない場合
　　⑵　第 21 条に規定する在学期間を超えた場

合
　　⑶　休学者で休学期間満了までに復学を願

い出ない場合
　　⑷　休学期間が通算して４年を超えた場合
２　学生が死亡した場合は、退学したものとし

て処理する。
第 25 条　第 23 条の規定により退学の許可を受

けた者が、保証人連署をもって再入学を願い
出たときは、学長は、これを許可することが
ある。
２　再入学は、退学前に在学した学年以下とし、

その修学の時期は、学年の始めとする。
３　再入学を許可された者が退学まで在学して

いた期間は、再入学後の在学期間に算入する。

第５章　授業科目及び単位の計算方法
第 26 条　授業科目は、薬学教養、人と文化、外

国語、体育、専門基礎及び薬学専門教育に分
け、これを６学年に配分して教授する。
第 27 条　授業科目及び単位数は、別表１のとお
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りとする。ただし、学長が必要と認めたとき
は、その一部を変更することがある。
第 28 条　各授業科目に対する単位数は、１単位

の授業科目を 45 時間の学修を必要とする内容
をもって構成することを標準とし、授業の方
法に応じ、当該授業による教育効果、授業時
間外に必要な学修等を考慮して、次の基準に
より単位数を計算するものとする。

　　⑴　講義及び演習については、15 時間から
30 時間の授業をもって１単位とする。

　　⑵　実習及び実技については、30 時間から
45 時間の授業をもって１単位とする。

２　前項の規定にかかわらず、総合薬学研究等
の授業科目については、これらに必要な学修
等を考慮して単位数を定める。
第 29 条　各授業科目の授業は、15 週にわたる

期間を単位として行うものとする。ただし、
教育上必要があり、かつ、十分な教育効果を
あげることができると認められる場合は、こ
の限りでない。
第 30 条　授業は、講義、実習、演習及び実技に

よって行うほか、随時特別授業及び見学を行
うことがある。
第 30 条の２　本学は、本学の授業の内容及び方

法の改善を図るため、組織的な研修及び研究
を実施する。

第６章　履修方法及び授業科目修了認定
第 31 条　授業科目の履修は、必修科目及び選択

科目に分けて行う。
２　前項のほか、卒業の認定に加えない自由科

目をおくことができる。
第 32 条　６学年を通じて修得しなければならな

い最少単位数は、次のとおりとする。

科 目 群 必須
科目

選択
科目 合　計

薬 学 教 養 7.5 ― 7.5

人 と 文 化 ― 7.5 7.5

外 国 語 15.0 6.0 21.0

体 　 育 2.5 ― 2.5

専 門 基 礎 12.5 ― 12.5

薬 学 専 門 教 育 130.5 9.5 140.0

合 計 168.0 23.0 191.0

第 33 条　学生は、所定の期間内に選択履修する
授業科目を選定し、登録しなければならない。
第 34 条　授業科目を履修し、その試験に合格し

た者には、所定の単位を与える。ただし、第
28 条第１項第２号及び同条第２項の授業科目
については、学修の成果を評価して単位を与
えることができる。

第 35 条　試験の成績は、100 点を満点とし、90
点以上を秀、89 点から 80 点を優、79 点から
70 点を良、69 点から 60 点を可、59 点以下を
不可とする。この場合において、秀、優、良
及び可を合格とし、不可を不合格とする。
第 36 条　第 32 条から前条までに規定するもの

のほか、履修の方法に関し必要な事項は、別
に定める。
第 37 条　復学、再入学又は転入学を許可された

者の復学前、再入学前又は転入学前に履修し
た授業科目について修得した単位を、本学に
おける授業科目の履修により修得したものと
認定することについては、学長が決定する。
２　他の大学又は短期大学を卒業若しくは退学

し、本学の１年次に入学した者の既修得単位
（科目等履修生により修得した単位を含む。）

は、合計 30 単位を超えない範囲において、本
学における授業科目の履修により修得した単
位として認定することがある。この場合にお
いて、認定した単位数と関連させた就業年限
の短縮は行わない。
第 38 条　本学は、教育上有益と認めるときは、

学生が本学の定めるところにより他の大学、
短期大学又は海外の大学等において履修した
授業科目について修得した単位を、30 単位を
超えない範囲で本学における授業科目の履修
により修得したものとみなすことができる。
２　単位互換の実施に関し必要な事項、別に定

める。
第 39 条　本学は、教育上有益と認めるときは、

学生が行う短期大学又は高等専門学校の専攻
科における学修その他文部科学大臣が別に定
める学修を、本学における授業科目の履修と
みなし、別に定めるところにより単位を与え
ることができる。
２　前項により与えることができる単位数は、

前条第１項により本学において修得したもの
とみなす単位数と合わせて 30 単位を超えない
ものとする。
第 40 条　本学に６年以上在学し、第 32 条に定

める単位を修得した者を卒業と認定し、学士
（薬学）の学位を授与する。
２　前項の規定に該当する者には、卒業証書・

学位記を授与する。
３　学位の授与に関し必要な事項は、別に定め

る。

第７章　入学検定料及び学費
第 41 条　入学検定料及び学費の納付金は、別表

２のとおりとする。
２　入学検定料は出願前に、入学金は入学手続
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時に納付しなければならない。
３　授業料は、前期・後期の２期に分けて次の

納入期限までにそれぞれ納付しなければなら
ない。ただし、全納する場合は前期納入期限
までに納付すること。

　　前　期　　　 ４月 30 日
　　後　期　　　10 月 31 日
４　新入生については、前期分を入学手続時に

納付しなければならない。
５　卒業研究・演習費については、所定の納入

期限までに納付しなければならない。
第 42 条　授業料及び卒業研究・演習費等の納付

を怠り、督促を受けても所定の期日までに納
入しない者は、受講及び受験並びに証明書の
発行を停止される。
第 43 条　休学期間中の授業料は免除することと

し、授業料に代えて別表２に定める在籍料を
納めなければならない。この場合における在
籍料及び授業料の納付に関し必要な事項は、
別に定める。
２　当該学期の途中で退学する場合も、その学

期の授業料を納めなければならない。

第８章　科目等履修生、外国人留学生及
び研修員
第 44 条　第 14 条に規定する入学資格を有する

者で、本学の授業科目の一部について履修を
願い出る者があるときは、選考のうえ、科目
等履修生として入学を許可することがある。
第 45 条　第 14 条に規定する入学資格を有する

外国人で、本学に入学を願い出る者があると
きは、本邦所在の外国公館の証明がある者に
限り、選考のうえ、外国人留学生として入学
を許可することがある。
２　外国人留学生は、この学則を適用するもの

とし、一般学生とともに授業を受けるものと
する。
３　外国人留学生は、定員外とする。
第 46 条　本学において指導教員の指導のもとに

特定の事項について研修を希望する者がある
ときは、研修員として入学を許可することが
ある。
第 47 条　科目等履修生及び研修員に関し必要な

事項は、別に定める。

第９章　公開講座、講習会
第 48 条　本学は、随時公開講座を設けることが

ある。
第 49 条　薬剤師の人格向上、学術技能の水準を

高めるため講習会等を設けることがある。
第 50 条　公開講座、講習会の様式、方法等は、

その都度定める。

第 10 章　賞　　罰
第 51 条　人物及び学業ともに優秀な者又は奇特

の行為のあった者は、これを表彰する。
第52条　この学則及び本学の諸規則等に違反し、

学生の義務を怠り本分にもとる不適切な行為
を行ったと認められた者は、学生懲戒委員会
の審査を経て懲戒する。
２　学生の懲戒の種類及び内容は、次の各号に

掲げるとおりとする。
　　⑴　訓告　文書により注意を与え、将来を

戒めること。
　　⑵　停学　有期又は無期の期間、登校を禁

止し、謹慎させること。
　　⑶　退学　学生としての身分を喪失させる

こと。
３　退学は、次の各号に該当する者に対して行

う。
　　⑴　性行不良で改善の見込みがないと認め

られる者
　　⑵　正当な理由がなく出席常でない者
　　⑶　大学の秩序を乱し、その他学生の本分

に反した者
４　懲戒処分の内容は、原則として大学内に公

表する。
５　学生の懲戒に関し必要な事項は、別に定め

る。
第 53 条　停学３月以上の懲戒処分は、その期間

を在学期間に算入しない。

第 11 章　奨学金制度
第 54 条　学術研究の奨励又は経済的事由により

学資の支弁が困難な者に対する支援を行うた
め、本学に給付又は貸与による奨学金制度を
設ける。
２　奨学金に関し必要な事項は、別に定める。

第 12 章　学生に関する事項
第 55 条　学生は入学の際、署名宣誓を行い、本

学教育方針に従い諸規則を守る義務がある。
第 56 条　学生は入学の際、確実な保証人を定め

届出なければならない。保証人は、成年の者
で一家をなし学生の一身上に関し確実に保証
の責任を負う者でなければならない。
第 57 条　学生は入学の際、必ず学生証の交付を

受け、常にこれを携帯しなければならない。
２　学生証を携帯しなければ受講及び受験並び

に図書館の入場を拒否されることがある。
第 58 条　学生は、定期に健康診断を受けなけれ

ばならない。
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第 59 条　学生が他校の入学試験を受けようとす
る場合は、必ず学長の許可を受けなければな
らない。

第 13 章　附属施設
第 60 条　本学は、薬学の教育研究に必要な施設

として、次の附属施設を置く。
　　図書館
　　薬用植物園
　　放射性同位元素研究センター
　　バイオサイエンス研究センター
　　創薬科学フロンティア研究センター
　　教育研究総合センター
　　共同利用機器センター
２　前項に規定する附属施設に関し必要な事項

は、別に定める。
第 61 条　この学則の施行に関し必要な事項は、

別に定める。

　附　則
　本学則は、1949 年 4 月 1 日から施行する。
　（中略）

　附　則
１　この学則（一部改正）は、2003 年 4 月 1 日

から施行する。
２　2003 年度第２年次生に対する第 27 条の適

用については、同条中「別表第１」を「別表
第１－２」とする。

３　2003 年度第３年次生に対する第 27 条の適
用については、同条中「別表第１」を「別表
第１－３」とする。

４　2003 年度第４年次生に対する第 27 条の適
用については、同条中「別表第１」を「別表
第１－４」とする。

　附　則
１　この学則（一部改正）は、2003 年 4 月 17

日から施行し、2003 年 4 月１日から適用する。
ただし、第８条については 2003 年 5 月 1 日か
ら適用する。

２　2002 年度以前の入学生について、なお従前
の例による。

　附　則
１　この学則（一部改正）は、2004 年 4 月 1 日

から施行する。
２　2004 年度第２年次生に対する第 27 条の適

用については、同条中「別表第１」を「別表
第１－２」とする。

３　2004 年度第３年次生に対する第 27 条の適

用については、同条中「別表第１」を「別表
第１－３」とする。

４　2004 年度第４年次生に対する第 27 条の適
用については、同条中「別表第１」を「別表
第１－４」とする。

５　2003 年度以前の入学生について、なお従前
の例による。

　附　則
１　この学則（一部改正）は、2005 年 4 月 1 日

から施行する。
２　2005 年度第２年次生に対する第 27 条の適

用については、同条中「別表第１」を「別表
第１－２」とする。

３　2005 年度第３年次生に対する第 27 条の適
用については、同条中「別表第１」を「別表
第１－３」とする。

４　2005 年度第４年次生に対する第 27 条の適
用については、同条中「別表第１」を「別表
第１－４」とする。

５　2003 年度以前の入学生について、なお従前
の例による。

　附　則
１　この学則（一部改正）は、2006 年 4 月 1 日

から施行する。
２　2006 年度第２年次生に対する第 27 条の適

用については、同条中「別表第１」を「別表
第１－２」とする。

３　2006 年度第３年次生に対する第 27 条の適
用については、同条中「別表第１」を「別表
第１－３」とする。

４　2006 年度第４年次生に対する第 27 条の適
用については、同条中「別表第１」を「別表
第１－４」とする。

５　2005 年度以前の入学生について、なお従前
の例による。

　附　則
１　この学則（一部改正）は、2007 年 4 月 1 日

から施行する。
２　2007 年度第３・４年次生に対する第 27 条

の適用については、同条中「別表第１」を「別
表第１－２」とする。

３　2005 年度以前の入学生について、なお従前
の例による。

　附　則
１　この学則（一部改正）は、2008 年 4 月 1 日

から施行する。
２　2008 年度第４年次生に対する第 27 条の適
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用については、同条中「別表第１」を「別表
第１－２」とする。

３　2005 年度以前の入学生について、なお従前
の例による。

　附　則
１　この学則（一部改正）は、2008 年 4 月 17

日から施行し、2008 年 4 月 1 日から適用する。
２　2009 年度以降の入学生の授業料は、2009 年

4 月 1 日から適用する。
３　2009 年度以降の入学生の総合薬学研究費、

総合薬学演習費及び薬学演習費は、2009 年 4
月 1 日から適用する。

　附　則
１　この学則（一部改正）は、2009 年 4 月 1 日

から施行する。
２　2005 年度以前の入学生について、なお従前

の例による。

　附　則
　この学則（一部改正）は、2010 年 4 月 1 日か

ら施行する。

　附　則
　この学則（一部改正）は、2011 年 4 月 1 日か

ら施行する。

　附　則
１　この学則（一部改正）は、2012 年 4 月 1 日

から施行する。
２　2011 年度以前の入学生について、なお従前

の例による。

　附　則
　この学則（一部改正）は、2013 年 9 月 19 日

から施行し、2013 年 9 月 1 日から適用する。

　附　則
　この学則（一部改正）は、2014 年 4 月 1 日か

ら施行する。

　附　則
１　この学則（一部改正）は、2015 年 4 月 1 日

から施行する。
２　2014 年度以前の入学生の授業科目及び単位

数については、改正後の別表１にかかわらず、
なお従前の例による。

　附　則
　この学則（一部改正）は、2015 年 9 月 18 日

から施行し、2015 年 7 月 1 日から適用する。

　附　則
　この学則（一部改正）は、2016 年 4 月 1 日か

ら施行する。

　附　則
１　この学則（一部改正）は、2017 年 4 月 1 日

から施行する。
２　2016 年度以前の入学生の修得最少単位数及

び必修科目については、改正後の第 32 条及び
別表 1 にかかわらず、なお従前の例による。

　附　則
　この学則（一部改正）は、2018 年 11 月 22 日

から施行する。

　附　則
　この学則（一部改正）は、2019 年 9 月 19 日

から施行する。
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別表１
【必修科目】

科目群 授業科目 単位数

薬
学
教
養

医療の担い手としてのこころ構えＡ 1. 5
医療の担い手としてのこころ構えＢ 1. 5
医療の担い手としてのこころ構えＣ 1. 5
早期体験学習 1. 5
基礎演習 1. 5

外
国
語

英語１Ａ 1. 5
英語１Ｂ 1. 5
英語２Ａ 1. 5
薬学英語１Ａ 1. 5
薬学英語１Ｂ 1. 5
薬学英語２ 1. 5
薬学英語３Ａ 1. 5
薬学英語３Ｂ 1. 5
薬学英語４Ａ 1. 5
薬学英語４Ｂ 1. 5

体
育

体育実技 1
健康科学 1. 5

専
門
基
礎

情報科学 1. 5
基礎物理学Ａ 1. 5
基礎物理学Ｂ 1. 5
基礎科学 1. 5
生命科学 1. 5
基礎数学Ａ 1. 5
基礎数学Ｂ 1. 5
薬学統計解析学 1. 5
基礎科学実習 0. 5

薬
学
専
門
教
育

有機化学Ａ 1. 5
有機化学Ｂ 1. 5
有機化学Ｃ 1. 5
有機化学Ｄ 1. 5
薬品合成化学Ａ 1. 5
薬品合成化学Ｂ 1. 5
医薬品化学Ａ 1. 5
医薬品化学Ｂ 1. 5
天然医薬品学Ａ 1. 5
天然医薬品学Ｂ 1. 5
漢方医療薬学 1. 5
医薬開発論 1. 5
物理化学Ａ 1. 5
物理化学Ｂ 1. 5
放射薬学 1. 5
分析化学 1. 5
生体分析化学 1. 5
機器分析学Ａ 1. 5
機器分析学Ｂ 1. 5
解剖学 1. 5
生理学Ａ 1. 5
生理学Ｂ 1. 5
生化学Ａ 1. 5
生化学Ｂ 1. 5

科目群 授業科目 単位数

薬
学
専
門
教
育

細胞生物学 1. 5
免疫学 1. 5
感染症学 1. 5
感染症治療学 1. 5
腫瘍細胞生物学 1. 5
栄養化学 1. 5
公衆衛生学Ａ 1. 5
公衆衛生学Ｂ 1. 5
薬理学Ａ 1. 5
薬理学Ｂ 1. 5
薬理学Ｃ 1. 5
病態薬物治療学Ａ 1. 5
病態薬物治療学Ｂ 1. 5
病態薬物治療学Ｃ 1. 5
病態診断学Ａ 1. 5
病態診断学Ｂ 1. 5
がん化学療法学 1. 5
薬物動態学 1. 5
テーラーメイド薬物治療学 1. 5
薬剤学Ａ 1. 5
薬剤学Ｂ 1. 5
臨床統計開発論 1. 5
臨床情報学 1. 5
調剤学 1. 5
地域医療学Ａ 1. 5
地域医療学Ｂ 1. 5
医療薬学Ａ 1. 5
医療薬学Ｂ 1. 5
薬事関連法規 1. 5
日本薬局方 1. 5
分析化学実習 0. 5
解剖学・生理学実習 0. 5
生化学実習 1
微生物学・免疫学実習 1
物理化学実習 0. 5
機器分析学実習 0. 5
有機化学実習 1
天然医薬品学実習 0. 5
栄養化学実習 0. 5
公衆衛生学実習 0. 5
薬理学実習 1
薬剤学実習 0. 5
薬物動態学実習 0. 5
分子・生体モデリングと情報処理 0. 5
薬学総合演習 3. 5
アドバンスト薬学 10
実務事前実習 4
実務実習 20
総合薬学研究Ａ 3
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別表１
【選択科目】

科目群 授業科目 単位数

人
と
文
化

哲学倫理学 1. 5
人間学 1. 5
コミュニケーション論 1. 5
文化論Ａ 1. 5
文化論Ｂ 1. 5
日本文学 1. 5
外国文学Ａ 1. 5
外国文学Ｂ 1. 5
心理学 1. 5
医療心理学 1. 5
法学Ａ 1. 5
法学Ｂ 1. 5
京都学 1. 5
歴史Ａ 1. 5
歴史Ｂ 1. 5
科学史 1
環境学 1. 5
経済学 1. 5
医療経済学 1. 5
医療と社会 1. 5
医療社会学 1. 5
現代社会 1. 5
国際問題 1. 5
スポーツ療法 1. 5
特別講義 2

外
国
語

英語２Ｂ 1. 5
英語２Ｃ 1. 5
英語２Ｄ 1. 5
英語２Ｅ 1. 5
ドイツ語と文化Ａ 1. 5
ドイツ語と文化Ｂ 1. 5
ドイツ語２Ａ 1. 5
ドイツ語２Ｂ 1. 5
フランス語と文化Ａ 1. 5
フランス語と文化Ｂ 1. 5
フランス語２Ａ 1. 5
フランス語２Ｂ 1. 5
中国語と文化Ａ 1. 5
中国語と文化Ｂ 1. 5
中国語２Ａ 1. 5
中国語２Ｂ 1. 5
語学検定 3

科目群 授業科目 単位数

薬
学
専
門
教
育

生命科学探究概論 1
先端臨床薬学概論 1
PK-PD 解析概論 1
DDS 概論 1
分子薬品化学概論 1
分子病態学概論Ａ 1
分子病態学概論Ｂ 1
医薬品レギュラトリーサイエンス
概論

1

実践医薬開発概論 1
地域医療連携概論 1
臨床腫瘍学概論 1
緩和医療概論 1
栄養管理概論 1
感染制御概論 1
精神医学概論 1
総合薬学研究Ｂ＜探求薬学コース＞ *1 6. 5
総合薬学研究Ｂ＜実践薬学コース＞ *1 6. 5

薬学演習 *2 1
*1 �薬学演習とあわせて履修する者の単位は 5.5 単位

となる。
*2 �薬学演習を選択できる者は、指名した者に限る。

【自由科目：卒業所要単位には算入しない】
科目群 授業科目 単位数
外国語 海外語学研修 3

薬学専門
教育

薬学基礎演習 *3 2
薬学総合演習（補）*3 3
実務事前実習（補）*3 4

*3 の科目を選択できる者は、指名した者に限る
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別表２　入学検定料及び学費納付金一覧

費　　用　　等 金　　額 備　　考

入 学 検 定 料
35,000 円 推薦入学試験、一般入学試験Ｂ方式

19,000 円 一般入学試験Ａ方式及びＣ方式

入 学 金 400,000 円 2013 年度以降の入学生

授 業 料
1,700,000 円 2006 年度から 2008 年度までの入学生

1,800,000 円 2009 年度以降の入学生

在 籍 料 月額 30,000 円 休学期間中の学生

総 合 薬 学 研 究 費
40,000 円

2006 年度から 2008 年度までの入学生
総合薬学研究Ａ・Ｂ・Ｃ・Ｄの実習費

95,000 円
2009 年度から 2011 年度までの入学生
総合薬学研究Ａ・Ｂ・Ｃ・Ｄの実習費

総 合 薬 学 演 習 費
10,000 円

2006 年度から 2008 年度までの入学生
総合薬学演習Ａ・Ｂ・Ｃ・Ｄの演習費

75,000 円
2009 年度から 2011 年度までの入学生
総合薬学演習Ａ・Ｂ・Ｃ・Ｄの演習費

薬 学 演 習 費 20,000 円
2009 年度から 2011 年度までの入学生
薬学演習の選択は、指名した受講者のみ

卒業研究・演習費 95,000 円
2012 年度以降の入学生
研究室等へ配属後に徴収
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02 京都薬科大学履修規程（2012 年度以降入学生適用）

（課程の履修）
第１条　この規程は、京都薬科大学学則（以下

「学則」という）第 36 条の規定に基づき、授
業科目の履修に関する詳細を定める。

（授業科目と単位数）
第２条　学則別表１に示す各授業科目の配当年

次は、別表１－１から別表１－８に示すとお
りとする。
２　授業科目は、原則として配当されている学

年次において履修しなければならない。
３　学則第 32 条に規定する卒業に必要な最少単

位数の詳細は、別表２－１から別表２－４に
示すとおりとする。
４　各学年において履修する授業科目の種類、

時間及び担当教員は学期の始めに公表する。
ただし、特別授業 は、その都度これを定める。

（授業出席の義務）
第３条　履修を許可された授業には、出席しな

ければならない。
２　正当な理由なく授業を欠席した者は、当該

科目を不合格とすることがある。 
３　病気その他やむを得ない理由で授業を欠席

した者は、速やかに科目担当教員に所定の欠
席届を提出しなければならない。

（選択科目の履修）
第４条　履修する選択科目は、所定の期間内に

登録しなければならない。なお、履修登録後
の選択科目の追加や変更は原則として認めな
い。
２　履修登録をしていない選択科目については、

受講及び受験できない。
３　再試験受験願を提出していない選択科目は、

放棄したものとみなす。
第５条　授業科目によって学修人員を制限する

必要があるときは、適当な方法により許容人
員を定めることがある。

（総合薬学研究等）
第６条　第 3 年次から第 6 年次における総合薬

学研究、薬学演習の履修方法は、次の各号に
掲げるとおりとする。

　　⑴　第 3 年次の所定の期間内に、総合薬学
研究を履修する分野等（以下「分野」と
いう。）を選択しなければならない。

　　⑵　第 5 年次からの総合薬学研究は、探求
薬学コースと実践薬学コースとし、コー
ス選択にあたっては、第 4 年次の所定の
期間内に履修するコースを選択しなけれ

ばならない。
　　⑶　前号に規定するコースの内容について

は、別にこれを定める。
　　⑷　第 1 号及び第 2 号の規定により決定し

た分野及びコースの変更は、原則として
認めない。

　　⑸　薬学演習を履修できる者は、指名され
た者に限る。指名された者は、総合薬学
研究Ｂとあわせてこれを履修する。

　　⑹　2006 年度から 2011 年度までの入学者
のうち、総合薬学研究Ａ、総合薬学演習
Ａ、総合薬学研究Ｃ又は総合薬学演習Ｃ

（以下この号において「総合薬学科目」と
いう。）を配当年次において未修得のまま
進級した者は、第２条第２項の規定にか
かわらず、進級した年次において未修得
の総合薬学科目を再度履修しなければな
らない。この場合における授業方法等に
ついては、当該授業による教育効果及び
授業時間外に必要な学修等を考慮して行
う。

２　前項に規定する履修方法の決定は、各分野
の収容定員等を考慮して行う。

（試験の種類）
第７条  試験は定期試験、臨時試験、追試験及び

再試験に分ける。
（定期試験及び臨時試験）
第８条  定期試験は前期及び後期の各学期末に行

う。
２  前項のほか、必要に応じ、臨時試験を行うこ

とがある。
（追試験）
第９条　追試験は、定期試験、前年次科目再試

験及び第 6 年次の最終に行う当該年次科目再
試験を受験できなかった場合に、次の各号の
いずれかに該当する者に対し、本人からの願
い出により、許可を得た者について行う。

　　⑴　病気により欠席した者
　　⑵　1 親等及び 2 親等の親族並びに配偶者の

死亡により欠席した者
　　　ア　1 親等の親族及び配偶者の場合
　　　　　　7 日以内
　　　イ　2 親等の親族の場合
　　　　　　5 日以内
　　（いずれも日数は、死亡の翌日から起算する）
　　(3)　1 親等の親族の危篤により欠席した者
　　(4)　罹災のために欠席した者
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　　(5)　交通機関のストライキ及び事故で欠席
した者

　　(6)　就職試験、大学院入学試験、学則第 59
条により学長の許可を受けた他大学転入
学試験及び他大学編入学試験を受験する
ために欠席した者

２　追試験を受けようとする者は、教務課へ連
絡のうえ、事後速やかに所定の手続をとらな
ければならない。手続きの方法は、受験でき
なかった授業科目の試験日（病気等で継続し
て受験できなかったときは、その最終の日）
の翌日から起算して 1 週間以内に欠席届及び
追試験許可願に理由を明記し、かつ次の各号
の一に掲げる書類を添えて、学長に願い出な
ければならない。

　　⑴　医師の診断書（加療期間の明記された
もの）

　　⑵　死亡に関する公的証明書
　　⑶　危篤に関する医師の診断書又は親族の

申立書
　　⑷　罹災を証明する関係機関の証明書
　　⑸　交通機関の証明書
　　⑹　受験先の証明書又は通知書
３　定期試験の追試験は、当該年次科目再試験

をもって代えるものとする。
４　定期試験の追試験の成績は、学則第 35 条の

規定にかかわらず、最高点を 90 点とし、59
点以下を不合格とする。
５　追試験の再試験及び追試験は行わない。

（再試験）
第 10 条　再試験は、次の各号の科目について行

う。
　　⑴　当該年次不合格の講義科目およびアド

バンスト薬学
　　⑵　前年次未修得講義科目
２　実習、実技及び前項第 1 号以外の演習科目

の再試験は行わない。
３　第 1 年次から第 3 年次においては、当該年

次必修講義科目の再試験受験許可科目数は、
各期 5 科目を上限とする 。この場合において、
受験科目の選定は受験者が行う。
４　当該年次科目再試験は前期及び後期に行う。

ただし、第 4 年次及び第 6 年次において、当
該年次科目追試験及び再試験の結果、不合格
となった講義科目について当該年次において
最終の再試験を実施する。 
５　前年次未修得講義科目の再試験実施時期は、

その都度決定する。
６　再試験の成績は、学則第 35 条の規定にかか

わらず、最高点を 69 点とし、59 点以下を不
合格とする。

７　再試験を受験する者は、所定の期日内に再
試験受験願を教務課に提出しなければならな
い。
８　再試験受験料は、1 科目につき 2,000 円とす

る。なお、再試験受験願提出期限後の受験料
は、1 科目につき 3,000 円とする。

（薬学共用試験）
第 11 条　薬学共用試験は、ＣＢＴ（Computer 

Based Testing） 及 び Ｏ Ｓ Ｃ Ｅ（Objective 
Structured Clinical Examination）によって行う。
２　薬学共用試験は、第 4 年次に行う。
３　第 5 年次に配当された実習科目（以下「実

務実習」という。）を履修するには、薬学共用
試験に合格しなければならない。
４　薬学共用試験の不合格者については、再試

験を行う。
５　薬学共用試験を受験できなかった場合に、

第９条の定めるところにより追試験を行う。
（成績の評価）
第 12 条　成績の評価は、筆記試験または口述試

験で行う。
２　前項のほか、成績の評価は、日常の学修状

況を考慮して行うことがある。
（進　級）
第 13 条　次の学年に進級するためには、各学年

次末までに次の各号に掲げる条件を満たさな
ければならない。

　　⑴　第 1 年次にあっては、次の条件をそれ
ぞれ満たすこと。

　　　ア　第 1 年次に配当された必修講義科目
の未修得が 4 科目 6.0 単位以内であるこ
と。

　　　イ　第 1 年次に配当された実習（早期体
験学習を含む）、実技科目及び演習科目
をすべて修得すること。

　　⑵　第 2 年次にあっては、次の条件をそれ
ぞれ満たすこと。

　　　ア　第 1 年次に配当された必修講義科目
をすべて修得すること。

　　　イ　第 2 年次に配当された必修講義科目
の未修得が 2 科目 3.0 単位以内であるこ
と。

　　　ウ　第 1 年次に配当された人と文化科目
群から 2 科目 3.0 単位以上修得するこ
と。

　　　エ　第 1 年次に配当された選択外国語科
目を 2 科目 3.0 単位以上修得すること。

　　　オ　第 2 年次に配当された実習科目をす
べて修得すること。

　　⑶　第 3 年次にあっては、次の条件をそれ
ぞれ満たすこと。
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　　　ア　第 2 年次に配当された必修講義科目
をすべて修得すること。

　　　イ　第 3 年次に配当された必修講義科目
の未修得が 4 科目 6.0 単位以内であるこ
と。

　　　ウ　第 2 年次に配当された人と文化科目
群から 2 科目 3.0 単位以上修得するこ
と。

　　　エ　第 2 年次に配当された選択外国語科
目を 2 科目 3.0 単位以上もしくは語学検
定科目を 1 科目 3.0 単位以上修得するこ
と。

　　　オ　第 3 年次に配当された実習科目をす
べて修得すること。

　　⑷　第 4 年次にあっては、次の条件をそれ
ぞれ満たすこと。

　　　ア　第 3 年次及び第 4 年次に配当された
必修講義科目をすべて修得すること。

　　　イ　第 3 年次に配当された人と文化科目
群から 1 科目 1.5 単位以上修得するこ
と。

　　　ウ　第 4 年次に配当された実習・演習科
目をすべて修得すること。

　　　エ　総合薬学研究Ａを修得すること。
　　　オ　薬学共用試験に合格すること。
　　⑸　第 5 年次にあっては、実務実習をすべ

て修得すること。ただし、未修得者のう
ち、次のいずれにも該当する場合は、審
査のうえ、特別に第 6 年次に進級させる
ことがある。

　　　ア　特別な理由により、実習科目のうち
病院における実習（以下「病院実習」
という。）又は薬局における実習（以下

「薬局実習」という。）を予定期間内に
終了できなかった者で、病院実習又は
薬局実習のいずれかを終了し、かつ、
終了した当該実習の合格が見込める者

　　　イ　第 5 年次の在学期間が 1 年以上ある者
第 14条　（削　除）

（卒　業）
第 15条　卒業の要件は、本学に 6 年以上在学し、

学則第 32 条に規定する単位を修得することと
する。

（留　年）
第 16 条　第 13 条又は第 15 条の規定に抵触し、

進級ができなかった場合又は卒業できなかっ
た場合を留年という。
２　留年した学生の既修得単位は認める。
３　留年した学生の当該年次未修得科目につい

ては、原則として再履修し、当該授業科目の
定期試験を受けなければならない。その評点

は、学則第 35 条の規定を適用する。
４　留年した学生の前年次未修得科目の履修に

ついて、特別措置を実施する。実施方法につ
いては、別途指示する。

（試験日程）
第 17条　定期試験、再試験及び追試験の日程は、

試験 1 週間前までに決定し、教務課から発表
する。ただし、臨時試験は担当教員が随時発
表する。

（受験心得）
第 18 条　受験には学生証又は仮学生証を、これ

に加え、追試験の場合には追試験受験許可書
を、再試験の場合には再試験受験許可書を机
上に提示しなければならない。
２　試験開始 10 分前までに試験室に入ること。
３　遅刻は 30 分までは認める。
４　試験開始後 35 分以内及び試験終了前の 5 分

間は退室してはならない。
５　学生は、定期試験、追試験及び再試験並び

に臨時試験（以下この条において「試験」と
いう。）に関わらず、試験において不正行為を
してはならない。
６　不正行為を行った学生の不正行為を行った

当該学期に評価する講義科目の成績を全て無
効として単位を認定しないものとし、不正行
為発覚後の当該学期の試験の受験を停止する。
７　第４年次及び第６年次の前期の試験におい

て不正行為を行った学生は、第 10 条第４項に
規定する最終の再試験についても受験するこ
とはできない。
８　試験終了後の退室は監督教員の指示に従わ

なければならない。
９　試験を欠席した者は、速やかに科目担当教

員および教務課に所定の欠席届を提出しなけ
ればならない。

（台風・交通機関のストライキ等の場合の授業・
試験の取扱いについて）
第 19 条　JR 西日本が事故等により全面的に運行

停止となった場合の授業・試験については、
下表のとおりとする。その他、交通機関の運
行状況によって、その都度判断することがあ
る。

運行停止の
解 除 時 刻 授業・試験の取扱い

午前７時までに
解除された場合

平常どおり授業・試験を
行う

午前７時から
午前 10 時までに
解除された場合

午前中は休講、午後から
授業を行う
試験は日時を変更して実
施する *1
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午前 10 時現在
解除されない場合

全授業休講
試験は日時を変更して実
施する *1

*1　�試験の振替えについては、その都度指示する。
第 20条　台風接近等により京都市に「特別警報」

または「暴風警報」が発表された場合の授業・
試験については、次のとおりとする。
警報の発表状況 *1 授業・試験の取扱い
午前７時までに
解除された場合

平常どおり授業・試験を
行う

午前７時から
午前 10 時までに
解除された場合

午前中は休講、午後から
授業を行う
試験は日時を変更して実
施する *2

午前 10 時の時点
で解除されない
場合

全授業休講
試験は日時を変更して実
施する *2

授業開始後に警報
が発表された場合

原則として次の講時以降
の授業を休講とする。
ただし、特別警報が発表
された場合は、ただちに
休講とする。
試験は日時を変更して実
施する *2

*1　気象庁発表の情報に基づく。
*2　�試験の振替えについては、その都度指示する。

（雑　則）
第 21 条  この規程に定めるもののほか、授業科

目の履修に関し必要な事項は、学長が定める。

　附　則
１　この規程は、1995 年４月１日から施行し、

1995 年度入学生から適用する。
２　1994 年度以前の入学生については、なお、

従前の例による。
（中　略）
　附　則
１　この規程（一部改正）は、2003 年４月１日

から施行する。
２　2003 年度２年次生に対する第３条の適用に

ついては、同条中「別表第１」を「別表第１
－２」とし、同条中「別表第２」を「別表第
２－２」とする。

３　2003 年度３年次生に対する第３条の適用に
ついては、同条中「別表第１」を「別表第１
－３」とし、同条中「別表第２」を「別表第
２－３」とする。

４　2003 年度４年次生に対する第３条の適用に
ついては、同条中「別表第１」を「別表第１
－４」とし、同条中「別表第２」を「別表第
２－４」とする。
　附　則
１　この規程（一部改正）は、2003 年４月１日

から施行する。

　附　則
１　この規程（一部改正）は、2004 年４月１日

から施行する。
２　2004 年度２年次生に対する第３条の適用に

ついては、同条中「別表第１」を「別表第１
－２」とし、同条中「別表第２」を「別表第
２－２」とする。

３　2004 年度３年次生に対する第３条の適用に
ついては、同条中「別表第１」を「別表第１
－３」とし、同条中「別表第２」を「別表第
２－３」とする。

４　2004 年度４年次生に対する第３条の適用に
ついては、同条中「別表第１」を「別表第１
－４」とし、同条中「別表第２」を「別表第
２－４」とする。

５　2003 年度以前の入学生に対する第 11 条の
適用については、なお従前の例による。
　附　則
１　この規程（一部改正）は、2005 年４月１日

から施行する。
２　2005 年度２年次生に対する第３条の適用に

ついては、同条中「別表第１」を「別表第１
－２」とし、同条中「別表第２」を「別表第
２－２」とする。

３　2005 年度３年次生に対する第３条の適用に
ついては、同条中「別表第１」を「別表第

１－３」とし、同条中「別表第２」を「別表第
２－３」とする。

４　2005 年度４年次生に対する第３条の適用に
ついては、同条中「別表第１」を「別表第１
－４」とし、同条中「別表第２」を「別表第
２－４」とする。

５　2003 年度以前の入学生に対する第 11 条及
び第 12 条の適用についてはなお従前の例によ
る。
　附　則
１　この規程（一部改正）は、2006 年 4 月 1 日

から施行する。
２　2006 年度 2 年次生に対する第 2 条の適用に

ついては、同条中「別表第 1」を「別表第 1 －
2」とし、同条中「別表第 2」を「別表第 2 －
2」とする。

３　2006 年度 3 年次生に対する第 2 条の適用に
ついては、同条中「別表第 1」を「別表第 1 －
3」とし、同条中「別表第 2」を「別表第 2 －
3」とする。

４　2006 年度 4 年次生に対する第 2 条の適用に
ついては、同条中「別表第 1」を「別表第 1 －
4」とし、同条中「別表第 2」を「別表第 2 －
4」とする。

５  2005 年度以前の入学生については、なお従



STUDENTS'  GUIDE　2020 99

学
生
生
活
の
始
め
に

ル
ー
ル
と
マ
ナ
ー

学
生
生
活

大
学
で
の
学
び

卒
業
後
の
進
路
を
考
え
る

規
則
集

施
設
案
内

前の例による。
６　追試験に関する第９条第１項第６号及び第

９条第４項の規定は 2005 年度以前の入学生に
も適用する。
　附　則
この規程（一部改正）は、2006 年４月１日から
施行する。
　附　則
１　この規程（一部改正）は、2007 年４月１日

から施行する。
２　2007 年度 2 年次生に対する第 2 条の適用に

ついては、同条中「別表第 1」を「別表第 1 －
2」とする。

３　2007 年度 3 年次生に対する第 2 条の適用に
ついては、同条中「別表第 1」を「別表第 1 －
3」とし、同条中「別表第 2」を「別表第 2 －
2」とする。

４　2007 年度 4 年次生に対する第 2 条の適用に
ついては、同条中「別表第 1」を「別表第 1 －
4」とし、同条中「別表第 2」を「別表第 2 －
2」とする。

５　2005 年度以前の入学生については、なお従
前の例による。

６　追試験に関する第９条第１項第６号及び第
９条第４項の規定は 2005 年度以前の入学生に
も適用する。
　附　則
１　この規程（一部改正）は、教室の名称変更

に関する規程にもとづき、2008 年２月１日か
ら施行し、2007 年４月１日から適用する。
　附　則
１　この規則（一部改正）は、2008 年４月１日

から施行する。
２　2008 年度 2 年次生に対する第 2 条の適用に

ついては、同条中「別表第 1」を「別表第 1-2
とする」。

３　2008 年度 3 年次生に対する第 2 条の適用に
ついては、同条中「別表第 1」を「別表第 1-3
とする」。

４　2008 年度 4 年次生に対する第 2 条の適用に
ついては、同条中「別表第 1」を「別表第

1-4 とする」。
５　2005 年度以前の入学生については、なお、

従前の例による。
６　追試験に関する第９条第１項第６号及び第

９条第４項の規定は 2005 年度以前の入学生に
も適用する。
　附　則
１　この規則（一部改正）は、2008 年７月 17

日から施行し、2008 年４月１日から適用する。
　附　則

１　この規則（一部改正）は、2009 年４月１日
から施行する。

２　2009 年度 2 年次生に対する第 2 条の適用に
ついては、同条中「別表第 1」を「別表第 1-2
とする」。

３　2009 年度 3 年次生に対する第 2 条の適用に
ついては、同条中「別表第 1」を「別表第 1-3
とする」。

４　2009 年度 4 年次生に対する第 2 条の適用に
ついては、同条中「別表第 1」を「別表第 1-4
とする」。

５　2005 年度以前の入学生については、なお、
従前の例による。

６　追試験に関する第 9 条第 1 項第 6 号、第 9
条第 4 項及び受験心得に関する第 18 条第 5 項
の規定は 2005 年度以前の入学生にも適用す
る。
　附　則
１　この規則（一部改正）は、2010 年４月１日

から施行する。
２　2010 年度 2 年次生に対する第 2 条の適用に

ついては、同条中「別表第 1」を「別表第 1-2
とする」。

３　2010 年度 3 年次生に対する第 2 条の適用に
ついては、同条中「別表第 1」を「別表第 1-3
とする」。

４　2010 年度 4 年次生に対する第 2 条の適用に
ついては、同条中「別表第 1」を「別表第 1-4
とする」。

４　2010 年度 5 年次生に対する第 2 条の適用に
ついては、同条中「別表第 1」を「別表第 1-5
とする」。

５　2005 年度以前の入学生については、なお、
従前の例による。

６　追試験に関する第 9 条第 1 項第 6 号、第 9
条第 4 項及び受験心得に関する第 18 条第 5 項
の規定は 2005 年度以前の入学生にも適用す
る。
　附　則
この規程（一部改正）は、2010 年７月 22 日か
ら施行し、2010 年４月１日から適用する。
　附　則
１　この規則（一部改正）は、2011 年４月１日

から施行する。
２　2011 年度 2 年次生に対する第 2 条の適用に

ついては、同条中「別表第 1」を「別表第 1-2
とする」。

３　2011 年度 3 年次生に対する第 2 条の適用に
ついては、同条中「別表第 1」を「別表第 1-3
とする」。

４　2011 年度 4 年次生に対する第 2 条の適用に
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ついては、同条中「別表第 1」を「別表第 1-4
とする」。

５　2011 年度 5 年次生に対する第 2 条の適用に
ついては、同条中「別表第 1」を「別表第 1-5
とする」。

４　2011 年度 6 年次生に対する第 2 条の適用に
ついては、同条中「別表第 1」を「別表第 1-
６とする」。
　附　則
１　この規程（一部改正）は、2012 年４月１日

から施行する。
２　2011 年度年度以前の入学生については、な

お、従前の例による。
３　第３条、第４条、第 16 条第４項、第 19 条

及び第 20 条の規定は、2011 年度以前の入学
生にも適用する。

４　2006 年度から 2011 年度入学生に対する第
2 条の適用については、同条中「別表第 1」を

「別表第 1-3」とし、「別表第 2」を「別表第 2
－ 2」とする。

５　留年した学生の第２条の適用については、
入学時の別表第 1 を原則とし、具体的な履修
方法等については、別途指示する。
　附　則
この規程（一部改正）は、2013 年 4 月 1 日から
施行する。
　附　則

この規程（一部改正）は、2014 年 4 月 1 日から
施行する。
　附　則
１　この規程（一部改正）は、2015 年 4 月 1 日

から施行する。
２　2012 年度から 2014 年度までの入学生につ

いては、改正後の第 13 条第 5 号の規定にかか
わらず、なお従前の例による。
　附　則
この規程（一部改正）は、2016 年 4 月 1 日から
施行する。
　附　則
この規程（一部改正）は、2016 年 5 月 1 日から
施行する。
　附　則
この規程（一部改正）は、2017 年 4 月 1 日から
施行する。
　附　則
この規程（一部改正）は、2018 年 4 月 1 日から
施行する。
　附　則
この規程（一部改正）は、2019 年 4 月 1 日から
施行する。
　附　則
この規程（一部改正）は、2020 年 4 月 1 日から
施行する。
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03 京都薬科大学における単位互換の実施に関する規程

（目　的）
第１条　この規程は、京都薬科大学学則（以下「学

則」という）第 38 条第２項の規定に基づき、京
都薬科大学（以下「本学」という。）の学生が他
の大学の指定する授業科目を履修し、又は他の大
学の学生が本学の指定する授業科目を履修する場
合（以下「単位互換」という。）の実施方法等に
ついて必要な事項を定めることを目的とする。

（単位互換）
第２条　単位互換の実施にあたっては、学長は次

の各号に掲げる事項について定めるものとする。
　　⑴　履修できる授業科目の範囲及び認定さ

れる単位数
　　⑵　対象となる学生数
　　⑶　単位の認定方法
　　⑷　費用の取り扱い
　　⑸　その他必要な事項

（出願手続）
第３条　他の大学の授業科目の履修を希望する

本学の学生は、所定の期日までに別に定める
方法により手続きを行うものとする。
第４条　他の大学の履修許可通知を受けた本学

の学生は、所定の期日までに、当該他の大学
の履修手続きを行うものとする。

（単位認定）
第５条　学長は、本学の学生が他の大学におい

て履修した科目の単位については、当該他大
学長からの成績評価及び履修単位の報告に基
づき、京都薬科大学履修規程別表１に規定す
る科目群の「人と文化」の単位として認定す
ることができる。
２　卒業要件として認定する単位数は、１学年で１

科目２単位まで（ただし、通年科目の場合は１科
目４単位まで）とし、履修した年次の単位とする。

（受入れ学生の許可）
第６条　学長は、他の大学の学生が本学の授業科

目の履修を希望するときは、選考のうえ、単位
互換の受入れ学生として許可することができる。

第７条　前条の規定により受入れを許可された
学生（以下「単位互換履修生」という。）は、
本学の授業科目の履修等に関し所定の手続き
を行わなければならない。
２　学長は、単位互換履修生が本学の規則に違

反し、その他本学における履修を認めた趣旨
に反するときは、当該単位互換履修生の所属
する大学長と協議のうえ、前項の許可を取り
消すことができる。

（履修期間）
第８条　単位互換履修生の履修期間は、半年間

（前期又は後期をいう。）とする。
（単位互換履修生証の交付）
第９条　単位互換履修生には、必要に応じて所

定の単位互換履修生証を交付する。
２　単位互換履修生証の有効期間は、前条に規

定する履修期間とする。
３　単位互換履修生は、授業科目の受講及び試験に際

して、単位互換履修生証を携帯しなければならない。
（履修及び単位修得の方法） 
第 10 条　単位互換履修生の履修及び単位修得の

方法は、本学の学生の場合と同様とする。た
だし、再試験は受験できない。

（学業成績等の報告）
第 11 条　学長は、単位互換履修生が履修を終了

したときは、当該単位互換履修生の成績評価
及び修得単位を当該単位互換履修生の所属す
る大学長に報告するものとする。

（図書館の利用）
第 12 条　単位互換履修生は、所定の手続きを経

て、本学の図書館を利用することができる。
（遵守事項）
第 13 条　単位互換履修生は、この規程に定める

もののほか、本学の学生に準じ、学則その他
諸規則等を遵守しなければならない。

（雑　則）
第 14 条　この規程に定めるもののほか、単位互

換に関し必要な事項は、学長が定める。

　附　則
この規程は、1994 年４月１日から施行する。

（中　略）
　附　則
この規程（一部改正）は、2001 年４月１日から施行する。
　附　則
１　この規程（一部改正）は、2006 年４月１日

から施行する。
２　2005 年度以前の入学生については、なお従

前の例による。
　附　則
１　この規程（一部改正）は、2012 年４月１日

から施行する。
２　2011 年度以前の入学生については、なお従

前の例による。
　附　則
この規程（一部改正）は、2015 年 4 月 1 日から施行する。
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04 京都薬科大学大学院学則

第１章　総　則
（趣　旨）
第１条　この学則は、京都薬科大学学則（以下

「大学学則」という。）第３条第３項の規定に
基づき、京都薬科大学大学院（以下「本大学
院」という。）に関し必要な事項を定める。

（目　的）
第２条　本大学院は、薬学に関する学術の理論

及び応用を教授研究し、その深奥を究めると
ともに、医療及び人類の福祉の発展に寄与で
きる有用な人材を養成し広く社会に貢献する
ことを目的とする。

（自己点検・評価）
第３条　本大学院は、その教育研究水準の向上

を図り、本大学院の目的及び社会的使命を達
成するため、本大学院における教育研究活動
等の状況について自ら点検及び評価を行い、
その結果を公表するものとする。
２　前項の点検及び評価等に関し必要な事項は、

別に定める。
３　本大学院は、第１項の点検及び評価の結果

について、本学の職員以外の者による検証を
行う。
第３条の２　本大学院は、学校教育法施行規則

（昭和 22 年文部省令第 11 号）第 172 条の２の
規定に基づき、本大学院における教育研究活
動等の状況及び教育上の目的に応じ学生が修
得すべき知識並びに能力に関する情報につい

て、刊行物への掲載、インターネットの利用
その他広く周知を図ることができる方法に
よって、積極的に情報を提供するものとする。

（研究科及び専攻）
第４条　本大学院に薬学研究科（以下「研究科」

という。）を置き、研究科に薬学専攻及び薬科
学専攻を置く。
２　研究科薬学専攻に、個別化がん薬物療法を

専門とする薬剤師コース（以下「コース」と
いう。）を別に設ける。
３　前項に規定するコースに関し必要な事項は、

別に定める。
（課程及び標準修業年限）
第５条　本大学院の課程は、博士課程とする。
２　博士課程の標準修業年限は４年とする。た

だし、薬科学専攻の博士課程は標準修業年限
を５年とする。
３　薬科学専攻の博士課程は、前期２年の博士前

期課程と後期３年の博士後期課程に区分する。
４　博士前期課程は、薬学の基盤的学術分野に

おける専門的知識と技能を修得し、かつ、豊
かな教養及び高い倫理観を有する薬学研究者
を育成することを目的とする。
５　博士課程及び博士後期課程は、薬学の様々

な学術分野における高度な専門的知識と独創
的な研究能力を身につけ、かつ、豊かな教養
及び高い倫理観並びに協調性を有する人材を
育成することを目的とする。

（入学定員及び収容定員）
第６条　本大学院の入学定員及び収容定員は、次のとおりとする。

専攻名 課　　程 入学定員 収容定員

薬学専攻 博 士 課 程 10 名 40 名

薬科学専攻
博士前期課程 5 名 10 名

博士後期課程 2 名 6 名

（最長在学年数）
第７条　本大学院における最長在学年数は、博

士前期課程にあっては４年、博士後期課程に
あっては５年、博士課程においては８年を超
えて在学することはできない。

第２章　教員組織及び運営組織
（研究科長）
第８条　本大学院に研究科長を置く。

２　研究科長は、本大学院の学事を統括する。
（教員組織）
第９条　本大学院の授業は、本学の教授、准教

授、講師及び助教が担当する。ただし、学長
が必要と認めたときは、専攻分野について、
特に優れた知識及び経験を有する者に担当さ
せることができる。
２　学位論文の作成等に対する指導（以下「研

究指導」という。）は、別に定める基準に適合
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した大学院適合教員（以下「適合教員」とい
う。）が担当するものとする。

（運営組織）
第 10条　本大学院に、研究科教授会を置く。
２　研究科教授会に関し必要な事項は、別に定

める。
（研究科教授会の役割）
第 11 条　研究科教授会は、学長が次の各号に掲

げる事項について決定を行うに当たり意見を
述べるものとする。

⑴　学生の入学及び課程の修了に関するこ
と。

⑵　修士及び博士の学位授与に関するこ
と。

⑶　前２号に掲げるもののほか、本大学院
の教育研究に関する重要な事項で、研究
科教授会の意見を聴くことが必要なもの
として学長が定めるもの

２　研究科教授会は、前項に規定するもののほ
か、学長がつかさどる本大学院の教育研究に
関する事項について審議し、及び学長の求め
に応じ、意見を述べることができる。

（研究科幹事会）
第 12条　削除

（事務組織）
第 13条　本大学院に事務職員等を置く。

第３章　学年、学期及び休業
第 14 条　学年は、毎年４月１日に始まり翌年３

月 31 日に終わる。
（学　期）
第 15条　学年を分けて、次の２学期とする。
前期　　4 月 1 日から 9 月 30 日まで
後期　　10 月 1 日から翌年 3 月 31 日まで
２　前項の規定にかかわらず、前期及び後期の

授業日数を調整するため、前期の終期及び後
期の始期を変更することがある。

（休　業）
第 16条　休業日は、次のとおりとする。

⑴　土曜日
⑵　日曜日
⑶　国民の祝日に関する法律（昭和 23 年法

律第 178 号）に規定する休日
⑷　創立記念日　4 月 27 日
⑸　春季休業、夏季休業及び冬季休業

２　前項第 5 号の休業日は、毎年度、学長が定
める。
３　前 2 項の規定にかかわらず、必要に応じて

休業日を変更し、若しくは臨時に休業日を定
め、又は休業日に授業を課すことがある。

第４章　入学、休学、退学、復学及び再
入学

（博士前期課程の入学資格）
第 17 条　本大学院博士前期課程に入学できる者

は、次の各号のいずれかに該当する者とする。
⑴　大学を卒業した者
⑵　外国において、学校教育における 16 年

の課程を修了した者
⑶　大学に 3 年以上在学し、本大学院にお

いて、所定の単位を優れた成績をもって
修得したものと認めた者

⑷　その他本大学院において、大学を卒業
した者と同等以上の学力があると認めた
者

（博士後期課程の入学資格）
第 18 条　本大学院博士後期課程に入学できる者

は、次の各号のいずれかに該当する者とする。
⑴　修士（薬学、臨床薬学又は薬科学）又

は理科系大学大学院において修士の学位
を得た者

⑵　外国において、前号と同等以上と認め
られる課程を修了した者

⑶　平成元年文部科学省告示第 118 号によ
り文部科学大臣の指定した者

⑷　その他本大学院において、修士の学位
を有する者と同等以上の学力があると認
めた者

（博士課程の入学資格）
第 18 条の２　本大学院博士課程に入学できる者

は、次の各号のいずれかに該当する者とする。
⑴　6 年制薬学部を卒業した者
⑵　4 年制薬学部を卒業し、実務経験を 2 年

以上有し、薬剤師免許を有している者
⑶　外国において、学校教育における 18 年

の課程（最終の課程は薬学）を修了した
者

⑷　その他本大学院において、6 年制薬学部
を卒業した者と同等以上の学力があると
認めた者

（出願手続）
第 19 条　博士前期課程、博士後期課程又は博士

課程へ入学を希望する者は、指定の期日まで
に、所定の書類に入学検定料を添えて願い出
なければならない。

（選　考）
第 20条　入学志願者に対しては、博士前期課程、

博士後期課程又は博士課程を修めるために必
要な学力及び人物について選考のうえ、合否
を決定する。
２　入学選考の期日及び方法は、その都度定め

る。
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（入学の時期）
第 21条　入学の時期は、学期の始めとする。

（入学手続）
第 22 条　選考の結果に基づき、合格の通知を受

けた者は、所定の期日までに保証人を定めて
所定の手続を行い、入学時に宣誓署名しなけ
ればならない。
２　前項の入学手続を完了した者は、入学を許

可する。
（転　学）
第 22 条の２　他の大学院から本大学院に、又は

本大学院から他の大学院に、転学を希望する
者は、所定の手続をとらなければならない。
２　転学に関する手続は、別に定める。
第 22 条の３　本大学院への転入学は、欠員のあ

る場合に限り、学長が授業科目の履修、転入
学学年次及び在学年数を決定し、これを許可
することがある。

（休　学）
第 23 条　病気その他の事由により 3 月以上修学

を中止しようとする者は、保証人連署の休学
許可願を提出し、学長の許可を受けなければ
ならない。ただし、修学が不適当と認められ
る者に対しては、学長は休学を命ずることが
できる。
２　前項の休学期間は、2 年度にまたがることは

できない。ただし、特別の事由がある場合は、
次年度に限り引き続き休学することができる。
３　休学は、博士前期課程については通算 2 年、

博士後期課程については通算 3 年、博士課程
については通算 4 年を超えることはできない。
４　休学期間は、在学年数に算入しない。

（復　学）
第 23 条の２　学生が復学しようとするときは、

保証人連署の復学許可願を提出し、学長の許
可を受けなければならない。
２　休学者の復学は、復学前に在学した学年以

下とし、その修学の時期は、学長が決定する。
（退　学）
第 24 条　学生が退学しようとするときは、保証

人連署の退学許可願を提出し、学長の許可を
受けなければならない。
第 24 条の２　学生が、次の各号のいずれかに該

当するときは、退学させる。
⑴　授業料を滞納し、督促を受けても所定

の期日までに納付しない場合
⑵　第 7 条に規定する最長在学年数を超え

た場合
⑶　休学者で休学期間満了までに復学を願

い出ない場合
⑷　休学期間が、博士前期課程については

通算 2 年、博士後期課程については通算 3
年、博士課程については通算４年を超え
た場合

２　学生が死亡した場合は、退学したものとし
て処理する。

（再入学）
第 25 条　第 24 条の規定により退学の許可を受

けた者が、保証人連署をもって再入学を願い
出たときは、学長は、これを許可することが
ある。
２　再入学は、退学前に在学した学年以下とし、

その修学の時期は、学長が決定する。
３　再入学を許可された者が退学まで在学して

いた期間は、再入学後の在学期間に算入する。

第５章　授業科目及び単位数
（教育方法）
第 26 条　本大学院の教育は、授業科目の授業及

び研究指導によって行うものとする。
（研究指導）
第 27 条　研究指導は、第 9 条第 2 項に規定する

適合教員が行うものとする。
２　教育上有益と認めるときは、他の大学院又

は研究所等（外国を含む。）において必要な研
究指導を受けることを認めることがある。こ
の場合において、博士前期課程の学生につい
ては、当該研究指導を受ける期間は、1 年を超
えないものとする。
３　前項の規定に基づき研究指導を受けた期間

は、本大学院の在学期間に算入する。
（教育方法の特例）
第 27 条の２　教育上特別の必要があると認めた

ときは、夜間その他特定の時間又は時期にお
いて授業又は研究指導を行う等の適当な方法
により教育を行うことがある。

（授業科目及び履修単位数）
第 28 条　授業科目及び履修単位数は、別表 1

（薬学専攻）及び別表 2（薬科学専攻）のとお
りとする。ただし、学長が必要と認めたとき
は、その一部を変更することがある。

（他の大学院における授業科目の履修）
第 29 条　教育上有益と認めるときは、他大学の

大学院とあらかじめ協議のうえ、当該他大学
の大学院の授業科目を履修させることができ
る。
２　前項の規定により履修した授業科目の単位

は、10 単位を超えない範囲で本学において履
修したものとみなすことができる。

（入学前の既修得単位の認定）
第 30 条　教育上有益と認めるときは、本学に入

学する前に大学院において履修した授業科目
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について修得した単位を、10 単位を超えない
範囲で本学に入学した後の大学院における授
業科目の履修により修得したものとみなすこ
とができる。

第６章　履修方法及び課程の修了要件等
（履修方法）
第 31 条　授業科目の履修は、必修科目及び選択

科目に分けて行う。
２　前項に定めるもののほか、修了の認定に加

えない自由科目を置くことができる。
３　特論、公開セミナー及び総合薬学セミナー

の履修方法に関し必要な事項は、別に定める。
４　薬科学専攻の演習及び課題研究は、原則と

して、指導教員の担当科目について行い、必
修とする。
５　薬科学専攻博士後期課程の薬科学研究演習

は、原則として、指導教員の担当科目につい
て行い、必修とする。
６　薬学専攻博士課程の薬学研究演習及び課題

研究は、原則として、指導教員の担当科目に
ついて行い、必修とする。

（博士前期課程の修了要件）
第 32 条　博士前期課程の修了要件は、同課程に

2 年以上在学し、研究指導を受け、30 単位以
上を修得し、かつ、修士学位論文の審査及び
最終試験に合格しなければならない。ただし、
在学期間に関しては、特に優れた研究業績を
上げたと認められる者については、同課程に 1
年以上在学すれば足りるものとする。
２　前項の場合において、同課程の目的に応じ

適当と認められるときは、特定の課題につい
ての研究の成果の審査をもって修士学位論文
の審査に代えることができる。

（博士後期課程の修了要件）
第 33 条　博士後期課程の修了要件は、同課程に

3 年以上在学し、研究指導を受け、薬科学研究
4 単位、薬科学研究演習 4 単位、総合薬学セミ
ナー 2 単位及び研究倫理特論 1 単位を修得し、
かつ、博士学位論文の審査及び最終試験に合
格しなければならない。ただし、在学期間に
関しては、特に優れた研究業績を上げたと認
められる者については、同課程に 1 年（修士
課程の修了要件を満たした者で、大学院にお
ける在学期間が 2 年未満の者にあっては、そ
の在学期間を含めて 3 年）以上在学すれば足
りるものとする。

（博士課程の修了要件）
第 33 条の２　博士課程の修了要件は、同課程に

4 年以上在学し、研究指導を受け、32 単位以
上を修得し、かつ、博士学位論文の審査及び

最終試験に合格しなければならない。ただし、
在学期間に関しては、特に優れた研究業績を
上げたと認められる者については、同課程に
３年以上在学すれば足りるものとする。

（単位の認定）
第 34 条　履修授業科目の単位の認定は、試験

（又は研究報告等）により担当教員が行うもの
とする。
２　研究科長が必要と認めた場合は、追試験及

び再試験を行うことができる。
（成績の評価）
第 35 条　学業の成績は 100 点を満点とし、90

点以上を秀、89 点から 80 点を優、79 点から
70 点を良、69 点から 60 点を可、59 点以下を
不可とする。この場合において、秀、優、良
及び可を合格とし、不可を不合格とする。

（学位論文の審査）
第 36 条　学位論文の審査は、学長が適合教員の

うちから任命した 3 名以上で構成する審査委
員会で行う。
２　学長は、必要があると認めたときは、論文

審査について他大学大学院又は研究所等の教
員等に協力を求めることができる。

（最終試験）
第 37 条　最終試験は、審査した学位論文及びこ

れに関連のある授業科目について、筆記又は
口頭試問により前条第 1 項に規定する審査委
員会がこれを行う。

（学位論文及び最終試験の認定）
第 38 条　学位論文及び最終試験の合否は、審査

委員会の報告に基づき、学長が認定する。
（修士の学位授与）
第 39 条　本大学院の博士前期課程を修了した者

には、次の学位を授与する。
⑴　薬学研究科薬科学専攻博士前期課程修

了者　修士（薬科学）
⑵　削除

（博士の学位授与）
第40条　本大学院の博士課程を修了した者には、

博士（薬学）の学位を授与する。
２　本大学院の博士後期課程を修了した者には、

博士（薬科学）の学位を授与する。
３　第１項の規定により博士の学位を授与され

た者と同等以上の学力があると認められる者
には、博士（薬学）の学位を授与することが
できる。
４　第２項の規定により博士の学位を授与され

た者と同等以上の学力があると認められる者
には、博士（薬科学）の学位を授与すること
ができる。
第 41 条　学位の授与に関し必要な事項は、別に
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定める。

第７章　入学検定料、入学金及び授業料
（入学検定料等）
第 42 条　入学検定料、入学金及び授業料は、次

のとおりとする。
　	 〔博士前期課程〕	 〔博士課程及び博士後期課程〕
入学検定料	 35,000 円	 25,000 円
入　学　金	 250,000 円	 100,000 円
授　業　料	 700,000 円	 700,000 円
２　前項の規定にかかわらず、次の各号のいず

れかに該当する者については、入学金を免除
する。

⑴　本学の学部を卒業し、引き続き本大学
院博士課程に進学する者

⑵　本大学院博士前期課程を修了し、引き
続き本大学院博士後期課程に進学する者

３　授業料の納付を怠り、督促を受けても所定
の期日までに納入しない者は、研究指導を受
けることができず、かつ、受講及び受験並び
に証明書の発行を停止される。
４　休学期間中の授業料は免除することとし、

授業料に代えて在籍料を納付しなければなら
ない。この場合における在籍料及び授業料の
納付に関し必要な事項は、別に定める。
５　学期の途中で退学する場合も、その学期の

授業料を納めなければならない。
６　既納の入学検定料及び入学金は、いかなる

理由があっても返還しない。
７　入学検定料は出願時に、入学金は入学手続

時に納付しなければならない。
８　授業料は、前期・後期の 2 期に分けて次の

納入期限までに納付しなければならない。た
だし、全納する場合は前期納入期限までに納
付すること。

前　期　　　 ４月 30 日
後　期　　　10 月 31 日
９　新入生については、前期分を入学手続時に

納付しなければならない。

第８章　外国人留学生、科目等履修生、
特別聴講学生、特別研究学生、研究員、
研究生、委託生及び研修員

（外国人留学生）
第 43 条　第 17 条及び第 18 条に規定する入学資

格を有する外国人で、本大学院に入学を志望
する者があるときは、選考のうえ、外国人留
学生として入学を許可することがある。
２　この学則は、外国人留学生に適用する。

（科目等履修生）
第 44 条　第 17 条及び第 18 条の２に規定する入

学資格を有する者で、本大学院の授業科目の
一部について履修を願い出る者があるときは、
選考のうえ、科目等履修生として入学を許可
することがある。

（特別聴講学生）
第 45 条　他の大学の大学院（外国を含む。）の

学生で、大学間の協議に基づき、特定の授業
科目を定め、本大学院において聴講を願い出
る者があるときは、選考のうえ、特別聴講学
生として入学を許可することがある。

（特別研究学生）
第 46 条　他の大学の大学院（外国を含む。）の

学生で、大学間の協議に基づき、本大学院に
おいて研究指導を受けることを願い出る者が
あるときは、選考のうえ、特別研究学生とし
て入学を許可することがある。

（研究員）
第 47 条　本大学院において特定の専門領域に関

する研究を行うことにより、本大学院の教育
及び研究の向上に寄与すると認められる者で、
かつ、本学教員（講師以上）が推薦する者を、
研究員として委嘱することがある。

（研究生）
第 48 条　本大学院において特定の課題に関する

研究を希望する者があるときは、研究生とし
て入学を許可することがある。
２　研究生は、実験実習費として月額 30,000 円

を納付するものとする。
（委託生）
第 49 条　官公庁又は会社等から、特定の課題に

ついて研究する者及び特定の技術を修得しよ
うとする者を委託されたときは、委託生とし
て入学を許可することがある。
２　委託生は、実験実習費として月額 50,000 円

を納付するものとする。
（研修員）
第 50 条　本大学院において指導教員の指導のも

とに特定の課題について研修を希望する者が
あるときは、研修員として入学を許可するこ
とがある。

（科目等履修生等に関する必要事項）
第 51 条　科目等履修生、特別聴講学生、特別研

究学生、研究員、研究生、委託生及び研修員
に関し必要な事項は、別に定める。

第９章　賞　罰
（表　彰）
第 52 条　人物及び学業ともに優秀な者又は奇特

の行為のあった者は、これを表彰する。
（懲　戒）
第 53 条　この学則及び本大学院の諸規則等に違
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反し、学生の義務を怠り本分にもとる不適切
な行為を行ったと認められた者は、学則第 52
条の規定に準じて懲戒する。

第 10 章　交流協定
（交流協定）
第 54 条　本大学院は、他大学大学院と交流協定

（以下「協定」という。）を締結し、教育研究
を行うことができる。
２　協定による大学院生の教育研究は、協定の

趣旨を尊重して実施されるものとし、必要な
事項は協定ごとに別に定める。

第 11 条　雑　則
（雑　則）
第 55 条　この学則の施行に関し必要な事項は、

別に定める。
２　この学則に定めるもののほか、本大学院に

関し必要な事項は、大学学則の規定を準用す
る。

　附　則
この学則は、1965 年 4 月 1 日から施行する。

（中略）
　附　則
１　この学則（一部改正）は、2003 年 4 月 1 日

から施行する。
２　2000 年度以前の入学生に対する第 33 条の

適用については、なお従前の例による。
　附　則
１　この学則（一部改正）は、2003 年 4 月 1 日

から施行する。
２　2002 年度以前の入学生については、なお従

前の例による。
　附　則
この学則（一部改正）は、2005 年 4 月 1 日から
施行する。
　附　則
この学則（一部改正）は、2005 年 7 月 1 日から
施行する。
　附　則
この学則（一部改正）は、2006 年 2 月 1 日から
施行する。
　附　則
１　この学則（一部改正）は、2006 年 5 月 1 日

から施行する。
２　大学院薬学研究科薬学専攻衛生薬学コース

に関する内規は、廃止する。
　附　則
この学則（一部改正）は、2007 年 4 月 1 日から
施行する。

　附　則
この学則（一部改正）は、2008 年 4 月 1 日から
施行する。
　附　則
この学則（一部改正）は、2009 年 4 月 1 日から
施行する。
　附　則
１　この学則（一部改正）は、2010 年 4 月 1 日

から施行する。
２　2009 年度以前の入学生については、なお従

前の例による。
　附　則
１　この学則（一部改正）は、2011 年 4 月 1 日

から施行する。
２　大学院授業担当者についての申し合わせ事

項（2006 年 1 月 24 日研究科教授会承認）は、
廃止する。
　附　則
この学則（一部改正）は、2011 年 4 月 21 日か
ら施行し、2011 年 4 月 1 日から適用する。
　附　則
１　この学則（一部改正）は、2012 年 4 月 1 日

から施行する。
２　2011 年度以前の入学生については、なお従

前の例による。
３　改正前の学則による薬学専攻博士後期課程

は、改正後の学則の規定にかかわらず、当該
課程の学生が在学しなくなるまでの間、存続
する。
　附　則
この学則（一部改正）は、2012 年 6 月 28 日か
ら施行し、2012 年 4 月 1 日から適用する。
　附　則
１　第 40 条第 3 項の規定は、同条第 1 項に定め

る学位授与後に施行する。
２　附則第 1 項施行までの間、薬学専攻博士後

期課程については、当該課程の審査基準及び
方法により、博士の学位を授与された者と同
等以上の学力があると認められる者には、博
士（薬学）の学位を授与することができるも
のとする。

３　第 40 条第４項の規定は、同条第 2 項に定め
る学位授与後に施行する。

４　この学則（一部改正）は、2014 年 4 月 1 日
から施行する。
　附　則
この学則（一部改正）は、2015 年 4 月 1 日から
施行する。
　附　則
この学則（一部改正）は、2016 年 4 月 1 日から
施行する。
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　附　則
１　この学則（一部改正）は、2017 年 4 月 1 日

から施行する。
２　2016 年度以前の入学生については、改正後

の第 33 条の規定並びに別表１及び別表２にか
かわらず、なお従前の例による。
　附　則
１　この学則（一部改正）は、2017 年 10 月 1

日から施行する。
２　改正前の学則による研究科薬学専攻がん薬

物療法を専門とする薬学研究者養成コースは、
改正後の第４条第２項の規定にかかわらず、
当該コースに学生が在籍しなくなるまで存続
するものとし、授業科目及び履修単位数につ
いては、改正後の別表１の規定にかかわらず、
なお従前の例による。
　附　則
この学則（一部改正）は、2018 年 11 月 22 日か
ら施行する。
　附　則
１　この学則（一部改正）は、2019 年 4 月 1 日

から施行する。
２　2018 年度以前の入学生については、改正後

の第 33 条の規定及び別表２にかかわらず、な
お従前の例による。
　附　則
この学則（一部改正）は、2019 年 9 月 19 日か
ら施行する。
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別表 1（薬学専攻授業科目一覧）

授業科目

博　士　課　程

単位数
個別化がん薬物療法を専門
とする薬剤師養成コース

単位数

必修 選択 自由 必修 自由

創薬科学特論 1 1 1

創薬科学特論 2 1 1

生命分子科学特論 1 1 1

生命分子科学特論 2 1 1

病因病態分析学特論 1 1

分子病態学特論 1 1 1

分子病態学特論 2 1 1

投与設計薬学特論 1 1 1

投与設計薬学特論 2 1 1

臨床薬学特論 1 1

医薬品評価科学特論 1 1

感染制御学特論 1 1

研究倫理特論 1 1

薬学英語特論 1 1

総合薬学セミナー 2 2

薬学研究演習 4 4

課題研究 20 20

合　　　計 27 12 1 32 8

（備考）授業科目名における「1」は基礎の科目を、「2」は応用の科目を示す。
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別表 2（薬科学専攻授業科目一覧）

授業科目

博士前期課程 博士後期課程

単位数 単位数

必修 選択 自由 必修 自由

創薬科学特論 1 1

生命分子科学特論 1 1

病因病態分析学特論 1

分子病態学特論 1 1

投与設計薬学特論 1 1

感染制御学特論 1

研究倫理特論 1 1

薬学英語特論 1 1

公開セミナー 2

演習 4

課題研究 18

総合薬学セミナー 2

薬科学研究 4

薬科学研究演習 4

合　　　計 25 6 1 11 1

（備考）授業科目名における「1」は基礎の科目を示す。
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05 京都薬科大学大学院履修規程

（課程の履修）
第１条　この規程は、京都薬科大学大学院学則

（以下「学則という。）第 31 条の規定に基づき、
授業科目の履修に関する詳細を定める。

（授業科目と単位数）
第２条　学則別表１及び別表２に示す各授業科

目の配当年次は、この規程の別表第１及び別
表第 2 に示すとおりとする。
第３条　授業科目は、前期及び後期をそれぞれ

前半及び後半に分けて配当することがある。
第４条　授業科目の種類、時間及び担当教員は

学期の始めに公示する。ただし、特別授業、
公開セミナー等は、その都度これを定める。

（公開セミナー等の履修）
第５条　薬科学専攻博士前期課程の公開セミナー

は、原則として 2 年次に行い、必修とする。
２　薬科学専攻博士後期課程の総合薬学セミナー

は、原則として 2 年次に行い、必修とする。
３　薬学専攻博士課程の総合薬学セミナーは、

原則として 3 年次に行い、必修とする。
（選択科目の履修）
第６条　選択科目の履修届は、所定の期間内に

所定の方法により、教務課に提出しなければ
ならない。なお、履修届提出後の選択科目の
追加や変更は原則として認めない。
２　履修届を提出していない選択科目について

は、受講及び受験できない。
第７条　授業科目の種類によって学修人員を制

限する必要があるときは、適当な方法により
許容人員を定めることがある。

（修了要件）
第８条　学則第 32 条に規定された博士前期課程

の修了要件の 30 単位以上の修得要件は、次の
各号のとおりとする。

⑴　薬科学専攻については、課題研究 18 単位
及び演習 4 単位のほか、研究倫理特論（必
修）を含む特論 6 単位以上及び公開セミナー
2 単位の計 30 単位以上を修得すること。

⑵　（削除）
第８条の２　学則第 33 条の２に規定された博士課

程の修了要件の 32 単位以上の修得要件は、課題
研究 20 単位及び薬学研究演習 4 単位のほか、研
究倫理特論（必修）を含む特論 6 単位以上及び
総合薬学セミナー 2 単位の計 32 単位とする。

（試験の種類）
第９条　試験は定期試験、臨時試験、追試験及

び再試験に分ける。

２　試験の期日、方法等については、授業科目
担当者が定める。
３　授業実施時間の 3 分の 2 以上出席しない者

は、定期試験を受験できない場合がある。
（追試験）
第 10 条　追試験は定期試験を受験できなかった

場合に、次の各号の一に該当する者に対し、
本人からの願出により、許可を得た者につい
て行う。

⑴　病気により欠席した者
⑵　1 親等及び 2 親等の親族並びに配偶者の

死亡により欠席した者
⑶　罹災のため欠席した者
⑷　交通機関のストライキ及び事故で欠席

した者
⑸　就職試験を受験するために欠席した者
⑹　学会に出席するために欠席した者

２　追試験を受けようとする者は、受験できな
かった授業科目の試験日（病気等で受験でき
なかったときは、その最終の日）の翌日から
起算して 1 週間以内に欠席届及び追試験許可
願に理由を明記し、かつ次の各号の一に掲げ
る書類を添えて、学長に願い出なければなら
ない。この場合、急を要する時には取り敢え
ず教務課に連絡のうえ、事後速やかに所定の
手続をとらなければならない。

⑴　医師の診断書
⑵　死亡に関する公的証明書
⑶　罹災を証明する関係機関の証明書
⑷　交通機関の証明書
⑸　受験先の証明書又は通知書
⑹　学会のプログラムまたは関係箇所の写し

３　追試験は、当該科目の試験日から原則とし
て２週間以内に行う。

（再試験）
第 11 条　再試験は、特論講義の必修科目につい

てのみ実施することがある。
２　再試験を受験する者は、所定の期日内に再

試験受験願を教務部に提出しなければならな
い。願出のない場合には、その授業科目は放
棄したものとみなし、以後の試験を受験する
ことができない。
３　再試験の成績は、学則第 35 条の規定にかか

わらず、最高点を 69 点とし、59 点以下を合
格とする。
４　再試験受験料は 1 科目 2,000 円とする。な

お、再試験受験願提出期限後の受験料は、1 科
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目につき 3,000 円とする。
（後期入学者の履修及び学年）
第 12 条　学則第 21 条の規定により後期の始め

に入学を許可された者の学年は、後期から履修
を開始し、翌年度前期末までを１学年とする。

　附　則
（略）
　附　則
１　この規程（一部改正）は、2012 年４月１日

から施行する。
２　2011 年度以前の入学生については、なお、

従前の例による。
　附　則
この規程（一部改正）は、2015 年４月１日から
施行する。
　附　則
この規程（一部改正）は、2016 年４月１日から
施行する。
　附　則
１　この規程（一部改正）は、2017 年 4 月 1 日

から施行する。
２　2016 年度以前の入学生については、改正後

の第６条及び第８条第１号、第８条の２の規
定並びに別表１及び別表２にかかわらず、な
お従前の例による。
　附　則
１　この規程（一部改正）は、2017 年 10 月 1

日から施行する。
２　研究科薬学専攻がん薬物療法を専門とする

薬学研究者養成コースに在籍する学生につい
ては、改正後の別表 1 の規定にかかわらず、
なお従前の例による。
　附　則
この規程（一部改正）は、2019 年 4 月 1 日から
施行する。
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別表１（薬学専攻授業科目一覧）

授　業　科　目 区分

博士課程

区分

博士課程

開設年次
及び単位数

個別化がん薬物療法を
専門とする薬剤師

養成コース
開設年次及び単位数

1 ～ 4 年次 1 ～ 4 年次

創薬科学特論 1 ○ 1 ● 1

創薬科学特論 2 ○ 1 △ 1

生命分子科学特論 1 ○ 1 ● 1

生命分子科学特論 2 ○ 1 ● 1

病因病態分析学特論 ○ 1 △ 1

分子病態学特論 1 ○ 1 △ 1

分子病態学特論 2 ○ 1 ● 1

投与設計薬学特論 1 ○ 1 △ 1

投与設計薬学特論 2 ○ 1 △ 1

臨床薬学特論 ○ 1 △ 1

医薬品評価科学特論 ○ 1 ● 1

感染制御学特論 ○ 1 △ 1

研究倫理特論 ● 1 ● 1

薬学英語特論 △ 1 △ 1

総合薬学セミナー ● 2 ● 2

薬学研究演習 ● 4 ● 4

課題研究 ● 20 ● 20

（備考）1．●印は必修科目、○印は選択科目、△印は自由科目を示す。
　　　 2．授業科目名における「1」は基礎の科目、「2」は応用の科目を示す。
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別表 2（薬科学専攻授業科目一覧）

授業科目 区分

博士前期課程 博士後期課程

開設年次及び単位数

1 年次 2 年次 1 ～ 3 年次

創薬科学特論 1 ○ 1

生命分子科学特論 1 ○ 1

病因病態分析学特論 ○ 1

分子病態学特論 1 ○ 1

投与設計薬学特論 1 ○ 1

感染制御学特論 ○ 1

研究倫理特論 ● 1 1

薬学英語特論 △ 1 1

公開セミナー ● 2

演習 ● 4

課題研究 ● 18

総合薬学セミナー ● 2

薬科学研究 ● 4

薬科学研究演習 ● 4

（備考）1．●印は必修科目、○印は選択科目、△印は自由科目を示す。
　　　 2．授業科目名における「1」は基礎の科目を示す。
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06 京都薬科大学学位規程

（趣　旨）
第１条　この規程は、学位規則（昭和 28 年文部

省令第９号）第 13 条第１項並びに京都薬科大
学学則（以下「学則」という。）第 40 条第３
項及び京都薬科大学大学院学則（以下「大学
院学則」という。）第 41 条の規定に基づき、
京都薬科大学（以下「本学」という。）におい
て授与する学位に関し必要な事項を定める。

（学位の種類）
第２条　本学において授与する学位は、次の各

号に掲げるとおりとする。
⑴　学士（薬学）
⑵　修士（薬科学）
⑶　博士（薬学）
⑷　博士（薬科学）

（学位授与の要件）
第３条　前条第１号の学位は、学則第 40 条第１

項に定めるところにより、本学を卒業した者
に授与する。
２　前条第２号、第３号及び第４号の学位は、

大学院学則第 39 条、同第 40 条第１項及び第
２項の規定に基づき、本学大学院研究科の課
程を修了した者に授与する。
３　前項に定めるもののほか、博士の学位は、

大学院学則第 40 条第３項及び第４項の規定に
基づき、学位論文を提出のうえ、その審査及
び試験に合格し、かつ、専攻学術に関し本学
大学院の博士課程又は博士後期課程を修了し
て学位を授与された者と同等以上の学力を有
すると確認（以下「学力の確認」という。）さ
れた者にも授与する。

（学位授与の申請）
第４条　前条第２項の規定により、本学大学院

研究科の課程を経て学位の授与を申請する者
は、別に定める学位授与申請書に学位論文、
附属書類及び論文審査料を添えて学長に提出
するものとする。
２　前条第３項の規定により、本学大学院研究

科の博士課程を経ないで博士の学位の授与を
申請する者は、別に定める学位授与申請書に
学位論文、附属書類及び論文審査手数料を添
えて学長に提出するものとする。
３　前各項の規定により提出した学位授与申請

書、学位論文、附属書類及び納付した論文審
査料または論文審査手数料は還付しない。
４　論文審査料
　　博士前期課程� 10,000 円

　　博士後期課程� 50,000 円
　　博士課程� 50,000 円
　　論文審査手数料（予備審査手数料を含む）
� 310,000 円

（学位論文）
第５条　修士及び博士の学位論文は１編とする。

この場合において、参考論文を添付すること
ができる。
２　学長は、論文審査のため必要があるときは、

論文の訳本、模型、標本その他を提出させる
ことができる。

（審査委員会）
第６条　学長は、第 4 条及び前条の規定に基づ

く学位論文が提出されたときは、大学院学則
第 36 条に規定する審査委員会を設置するもの
とする。
２　前項の審査委員会の委員は、学長が大学院

学則第 9 条第 2 項に規定する大学院適合教員
の教授のうちから任命する主査 1 名、副査 2
名以上の者をもって構成する。この場合にお
いて、学長が必要と認めたときは、他大学大
学院又は研究所等の教員等を審査委員会の委
員に任命することができる。

（最終試験、試験及び学力の確認）
第７条　第 3 条第 2 項に該当する者の最終試験

及び同条第 3 項に該当する者の試験は、学位
論文を中心として、当該学位論文に関連する
科目について行う。
２　学力の確認は、筆記又は口頭試問により行

うものとし、必要に応じて外国語を課す場合
がある。
３　前項の規定にかかわらず、審査委員会は、

学位の授与を申請する者の経歴及び提出され
た学位論文以外の業績を審査した結果、筆記
又は口頭試問の全部又は一部を行う必要がな
いと認められるときは、学長の承認を得て、
その経歴及び業績の審査をもって筆記又は口
頭試問の全部又は一部に代えることができる。

（審査期間）
第８条　第 4 条第 1 項の規定に基づき提出され

る学位論文のうち、修士学位論文については、
学生が本学大学院在学中に提出し、当該学生
が存在すべき所定の期間内に審査及び最終試
験を終了するものとする。
２　第 4 条第 1 項の規定に基づき提出される学

位論文のうち、博士学位論文については、そ
の提出された日から３月以内に論文の審査及
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び最終試験を終了しなければならない。
３　第 4 条第 2 項の規定に基づき学位論文が提

出されたときは、その提出された日から 1 年
以内に論文の審査、試験及び学力の確認を終
了しなければならない。

（審査委員会の報告）
第 9条　審査委員会は、学位論文の審査、最終

試験又は試験及び学力の確認を終了したとき
は、論文の内容の要旨、論文審査の結果の要
旨、最終試験又は試験の結果の要旨及び学力
の確認の結果の要旨に、学位を授与できるか否
かの意見を添え、学長に報告するものとする。
２　前項の規定にかかわらず、審査委員会は、

学位論文の審査の結果、その内容が著しく不
良であると認めるときは、最終試験又は試験
及び学力の確認を行わないことができる。こ
の場合において、最終試験又は試験結果の要
旨及び学力の確認の結果の要旨の添付を要し
ないものとする。

（教授会及び研究科教授会の意見聴取）
第 10 条　学長は、教授会又は研究科教授会（以

下「教授会等」という。）に前条に規定する報
告の内容を説明し、学位を授与するか否かに
ついて意見を聴くものとする。
２　教授会等は、構成員全員（海外出張中、休

職中その他教授会等がやむを得ない事由があ
ると認めた者を除く。）の 3 分の 2 以上が出席
し、かつ、出席者の 3 分の 2 以上の賛成がな
ければ、学長に対する教授会等の意見とする
ことはできない。

（学位の授与）
第 11 条　学長は、前条第 2 項による教授会等の

意見その他を参考に学位授与の可否を決定し、
学位を授与する者に対して、学士の学位には
卒業証書・学位記を、修士及び博士の学位に
は学位記を交付し、学位を授与できない者に
はその旨を通知する。

（学位論文要旨等の公表）
第 12条　学長は、博士の学位を授与したときは、

当該学位を授与した日から 3 月以内に、その
学位論文の内容の要旨及び審査の結果の要旨
をインターネットの利用により公表する。

（博士論文の公表）
第 13 条　博士の学位を授与された者は、学位を

授与された日から 1 年以内に博士の学位の授
与に係る論文の全文を公表しなければならな
い。ただし、当該博士の学位を授与される前
に既に公表したときは、この限りではない。
２　本学から博士の学位を授与された者は、前

項の規定による公表については、本学の協力
を得て、インターネットの利用により行うも

のとする。
（学位の名称）
第 14 条　本学から学位を授与された者は、学位

の名称を用いるときは、これに本学の名称を
付記するものとする。

（学位授与の取消）
第 15 条　本学から学位を授与された者が、その

名誉を汚す行為をしたとき、又は不正の方法
により学位の授与を受けた事実が判明したと
きは、学長は、教授会等の意見を聴いて、当
該学位の授与を取り消し、卒業証書・学位記
又は学位記を返還させ、かつ、その旨を公表
する。
２　前項に規定する教授会等の意見とすること

については、第 10 条第 2 項の規定を適用する。
（登録等）
第 16 条　学長は、学位を授与したときは学位簿

に登録するものとし、博士の学位を授与した
ときは、学位規則等 12 条の規定に基づき、当
該学位を授与した日から 3 月以内に所定の学
位授与報告書を文部科学大臣に提出するもの
とする。

（補　則）
第 17 条　この規程で定めるもののほか、学位に

関し必要な事項は、学長が定める。

　附　則
１　この規程は、1977 年 4 月 1 日から施行する。
２　現行の京都薬科大学学位規程（1966 年 10

月１日制定）は廃止する。
ただし、1976 年度以前の入学生に対しては、な
お従前の例による。

（中　略）
　附　則
１　この規程（一部改正）は、2003 年 4 月 1 日

から施行する。
　附　則
１　この規程（一部改正）は、2010 年 4 月 1 日

から施行する。
２　2009 年度以前の入学生については、なお、

従前の例による。
　附　則
この規程（一部改正）は、2011 年 12 月 21 日か
ら施行する。
　附　則
１　この規程（一部改正）は、2012 年 4 月 1 日

から施行する。
２　2011 年度以前の入学生については、なお、

従前の例による。
３　第 3 条第 3 項に定める課程によらない博士

の学位授与について、薬学専攻博士課程 (4 年）
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及 び 薬 科 学 専 攻 博 士 後 期 課 程 に つ い て は、
2014 年 4 月 1 日から適用とする。
　附　則
１　この規程（一部改正）は、2013 年 4 月 18

日から施行し、2013 年 4 月 1 日から適用する。
２　第 12 条及び第 13 条に定める学位論文の公

表については、2013 年 4 月 1 日以降に博士の
学位を授与された者について適用し、同日前
に博士の学位を授与された者については、な
お従前の例による。
　附　則
１　2012 年 4 月 1 日施行の附則第 3 項は、削除

する。
２　この規程（一部改正）は、2014 年４月１日

から施行する。
　附　則
この規程（一部改正）は、2015 年４月１日から
施行する。
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07 京都薬科大学奨学金規則

第１章　総則
（趣　旨）
第１条　この規則は、京都薬科大学学則第 54 条

第２項の規定に基づき、京都薬科大学（以下
「本学」という。）の奨学金制度に関し必要な

事項を定める。
（運営資金）
第２条　この奨学金制度は、本学初代学長藤井

勝也氏の遺族から寄せられた寄付金を原資に、
本学の役員、職員、卒業生、篤志家等からの
寄付による奨学金及び本学の拠出金を加えた
資金を奨学基金とし、原則としてその運用収
入及び第 12 条に規定する返還金により運営す
る。
２　前項に規定する寄付金及び寄付による奨学

金は、別表のとおりとする。
（管理及び運用）
第３条　前条第 1 項に規定する奨学基金は、厳

格に管理するとともに、学校法人京都薬科大
学資金運用規則の定めるところにより、確実
かつ有利な方法により運用しなければならな
い。

（奨学金の種類等）
第４条　奨学金は、給付型奨学金及び貸与型奨

学金とし、次の各号に掲げるとおりとする。
⑴　学部特待生給付型奨学金
⑵　大学院新入生給付型奨学金
⑶　学部在学生給付型奨学金
⑷　遠隔地出身学生給付型奨学金
⑸　外国人留学生奨学金
⑹　海外短期留学奨学金
⑺　学部生貸与型奨学金
⑻　大学院生貸与型奨学金

２　前項に規定する奨学金の給付又は貸与を受
ける者を奨学生という。

第２章　給付型奨学金
（給付型奨学生の資格等）
第５条　給付型奨学生の資格は、次の各号に掲

げるとおりとする。
⑴　学部特待生給付型奨学生は、次のとお

りとする。
ア　本学学部新入生で、入学試験（指定

校推薦及び公募型推薦入試を除く。）成
績の上位者

イ　前アの者のうち、2 年次以降において
も上位の学業成績を修めた者。ただし、

休学中の者を除く。
⑵　大学院新入生給付型奨学生は、本学大

学院新入生（前年度後期入学者を含む。）
とし、入学試験成績及び人物ともに特に
優秀であると認められる者とする。

⑶　学部在学生給付型奨学生は、本学学部 2
年次から 6 年次に在学し、学業成績が特
に優秀であると認められる者（以下「成
績優秀奨学生」という。）又は研究活動、
課外活動、ボランティア活動などにおい
て他の学生の模範となり得る活動を行い、
顕著な実績又は成果を挙げた者（以下「研
究・課外活動優秀奨学生」という。）とす
る。ただし、休学中の者を除く。

⑷　遠隔地出身学生給付型奨学生は、自宅
（保証人の在住地等をいう。）が近畿 2 府 4

県以外にあり、下宿生活をしている本学
学部在学生で、当該学生の父と母又はこ
れに代わって家計を支えている者（以下

「主たる家計支持者」という。）の 1 年間
の総所得金額が、「私立大学等経常費補助
金（特別補助）の授業料減免事業等支援」
に定める家計基準額以下である者とする。
ただし、休学中の者を除く。

２　外国人留学生奨学金及び海外短期留学奨学
金に係る奨学生の資格、奨学金の額、申請方
法その他必要な事項は、それぞれ別に定める。

（給付型奨学金の額等）
第６条　給付型奨学金の額は、次の各号に掲げ

るとおりとする。
⑴　学部特待生給付型奨学金
� １人年額　半期授業料相当分
⑵　大学院新入生給付型奨学金
� １人年額　半期授業料相当分
⑶　学部在学生給付型奨学金
� １人年額　5 万円から 20 万円まで
⑷　遠隔地出身学生給付型奨学金
� １人年額　60 万円（月額 5 万円）

２　給付型奨学生の採用人員は、予算の範囲内
で決定する。
３　学部特待生給付型奨学生は、成績優秀奨学

生となることはできない。ただし、2 年次から
6 年次までの間において、次条第 1 項の規定に
より学部特待生給付型奨学生の資格を喪失し
た年次に限り、成績優秀奨学生となることが
できる。
４　学部在学生給付型奨学金及び遠隔地出身学
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生給付型奨学金は、同一学生への継続給付を
妨げない。

（学部特待生給付型奨学生資格の喪失及び誓約）
第７条　学部特待生給付型奨学生は、入学後直

ちに休学したとき、2 年次から 6 年次までの
間で上位の成績を確保できなかった年次のと
きは、その資格を一時的に喪失するものとす
る。
２　学部特待生給付型奨学生であった者が、入

学後 2 年以内に退学したときは、原則として
在学中に受給した学部特待生給付型奨学金の
全額を返還しなければならない。ただし、や
むを得ない事情があると認められるときは、
この限りでない。
３　学部特待生給付型奨学生は、最初の奨学金

が給付されるまでに、前 2 項の規定に関する
本学所定の誓約書を提出しなければならない。

（遠隔地出身学生給付型奨学生の資格等変更の届
出及び資格の取消）
第８条　遠隔地出身学生給付型奨学生は、第 5

条第 1 項第 4 号に定める奨学生の資格（保証
人の在住地等をいう。）に変更が生じたとき、
及び下宿先を移転したときは、遅滞なく本学
に届け出なければならない。
２　遠隔地出身学生給付型奨学生は、前項の届

出を怠ったとき、虚偽の申請若しくは報告を
行ったとき、又は本学を退学したときは、原
則として奨学生の資格を取り消され、在学中
に受給した遠隔地出身学生給付型奨学金の全
額を返還しなければならない。ただし、やむ
を得ない事情があると認められる場合は、こ
の限りでない。
３　遠隔地出身学生給付型奨学生は、最初の奨

学金が給付されるまでに、前 2 項の規定に関
する本学所定の誓約書を提出しなければなら
ない。

第３章　貸与型奨学金
（貸与型奨学生の資格）
第９条　貸与型奨学生の資格は、次の各号のい

ずれにも該当する者とする。
⑴　本学学部又は大学院に在学し、休学中

でない者
⑵　経済的事由より授業料等の学費の納付

が困難である者
⑶　学業成績が良好であると認められる者

（貸与型奨学金の額等）
第 10 条　貸与型奨学金の額は、次の各号に掲げ

るとおりとする。
⑴　学部生の貸与型奨学金
� 年額授業料の 2 分の 1 以内

⑵　大学院生の貸与型奨学金
� 年額授業料の範囲内

２　貸与型奨学生の採用人員は、予算の範囲内
で決定する。
３　貸与型奨学生の採用は、在学中 1 回限り（本

学の学部から本学大学院に進学した場合を含
む。）とする。
４　前項の規定にかかわらず、主たる家計支持

者の死亡等により家計が急変し、授業料等の
学費の納付が特に困難な事情が生じた学生に
ついては、2 回目の貸与を認めることがある。
５　貸与する奨学金は、無利息とする。

（借用証書）
第 11 条　貸与型奨学生として奨学金を貸与され

た者（以下「本人」という。）は、本学所定の
奨学金借用証書（以下「借用証書」という。）
を提出しなければならない。
２　借用証書には、本人及び連帯保証人２名が

連署・押印し、貸与奨学金総額の返還を誓約
しなければならない。
３　本人は、借用証書に署名した者の氏名、住

所等に変更があったときは、直ちに本学に届
け出なければならない。

（返還方法）
第 12 条　貸与型奨学生は、卒業又は修了後にお

いて貸与を受けた奨学金を別に定める方法に
より本学に返還しなければならない。
２　貸与型奨学生が退学となったときは、直ち

に貸与を受けた奨学金の全額を返還しなけれ
ばならない。ただし、特別な事情があると認
められるときは、必要に応じ前項の規定に準
じて返還させることがある。

（延滞金）
第 13 条　貸与型奨学生であった者が、正当な理

由なく返還期日までに奨学金を返還しないと
きは、当該返還金額に返還期日の翌日から返
還する日（納付日）までの日数に応じ、年 5
パーセントの延滞金を徴収する。この場合に
おいて、延滞金が 1,000 円未満であるときは、
延滞金を徴収しないものとし、延滞金に 100
円未満の端数があるときは、当該端数の額は
徴収しないものとする。

（返還猶予及び返還免除）
第 14 条　貸与型奨学生であった者が、災害、傷

病、疾病、大学院への進学等正当な理由によ
り奨学金の返還猶予を願い出たときは、その
返還を一定期間猶予することがある
２　貸与型奨学生又は貸与型奨学生であった者

が死亡し、又は重度の心身障害等のため奨学
金の返還が不能となったときは、連帯保証人
又は本人の願い出によりその全部又は一部の
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返還を免除することがある。
３　前 2 項の規定により奨学金の返還猶予又は

返還免除された連帯保証人又は本人は、返還
期日その他について本学の指示に従わなけれ
ばならない。

第４章　申請手続、選考方法及び決定等
（申請手続及び選考方法等）
第 15 条　給付型奨学金（外国人留学生奨学金及

び海外短期留学奨学金を除く。）及び貸与型奨
学金に係る選考基準、奨学生候補者の選考方
法、申請手続、給付時期等に関し必要な事項
は、別に定める。

（奨学生の決定）
第 16 条　奨学生は、学生部委員会の審査の結果

を参考に、学長が必要に応じ理事長と協議の
うえ、決定する。この場合において、新入生
にかかる学部特待生給付型奨学生及び遠隔地
出身学生給付型奨学生については、本学への
入学をもって正式決定とする。
２　学長及び事務局長は、前項に規定する学生

部委員会の審査に立ち会うことができる。

第５章　奨学生資格の取消及び奨学金の
給付取消

（奨学生資格の取消及び奨学金の給付取消）
第 17 条　第 7 条第 1 項及び第 8 条第 2 項に定め

るもののほか、奨学生が、次の各号のいずれ
かに該当すると認められたときは、奨学生の
資格及び奨学金の給付又は貸与を取り消しす
るとともに、給付又は貸与した奨学金の返還
を求めることがある。

⑴　虚偽の申請又は届出等を行ったとき。
⑵　学生の本分にもとる行為により、奨学

生として適当でないと認められたとき。

第６章　雑　則
（雑　則）
第 18 条　この規則に定めるもののほか、本学の

奨学金制度に関し必要な事項は、学長が必要
に応じ理事長と協議のうえ定める。

　附　則
１　この規則は、1996 年 4 月 1 日から施行する
２　藤井奨学金規程は、廃止する。
３　この規則の施行前に貸与された奨学金等は、

この規則による奨学金とみなす。ただし、こ
れによりがたいものにあっては、学長が別に
定めるものとする。

　　（中略）
　附　則

この規則（一部改正）は、2003 年 4 月 1 日から
施行する。
　附　則
この規則（一部改正）は、2004 年 4 月 1 日から
施行する。
　附　則
この規則（一部改正）は、2005 年 4 月 1 日から
施行する。
　附　則
この規則（一部改正）は、2006 年 4 月 1 日から
施行する。
　附　則
この規則（一部改正）は、2006 年 6 月 1 日から
施行する。
　附　則
この規則（一部改正）は、教室の名称変更に関
する規程に基づき、2008 年 2 月 1 日から施行し、
2007 年 4 月 1 日から適用する。
　附　則
この規則（一部改正）は、2008 年 4 月 17 日か
ら施行し、2008 年 4 月 1 日から適用する。
　附　則
この規則（一部改正）は、2009 年 4 月 16 日か
ら施行し、2009 年 4 月 1 日から適用する。
　附　則
この規則（一部改正）は、2010 年 4 月 1 日から
施行する。
　附　則
この規則（一部改正）は、2010 年 4 月 22 日か
ら施行し、2010 年 4 月 1 日から適用する。
　附　則
この規則（一部改正）は、2011 年 5 月 20 日か
ら施行し、2011 年 4 月 1 日から適用する。
　附　則
この規則（一部改正）は、2012 年 5 月 18 日か
ら施行し、2012 年 4 月 1 日から適用する。
　附　則
この規則（一部改正）は、2013 年 5 月 17 日か
ら施行し、2013 年 4 月 1 日から適用する。
　附　則
この規則（一部改正）は、2014 年 5 月 14 日か
ら施行し、2014 年 4 月 1 日から適用する。
　附　則
この規則（一部改正）は、2015 年 4 月 1 日から
施行する。
　附　則
この規則（一部改正）は、2015 年 5 月 11 日か
ら施行し、2015 年 4 月 1 日から適用する。
　附　則
この規則（一部改正）は、2016 年 5 月 13 日か
ら施行し、2016 年 4 月 1 日から適用する。
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08 京都薬科大学奨学金規則施行細則

第１章　総　則
（趣　旨）
第１条　この細則は、京都薬科大学奨学金規則

（以下「規則」という。）第 15 条の規定に基づ
き、給付型奨学金（外国人留学生奨学金及び
海外短期留学奨学金を除く。）及び貸与型奨学
金に係る選考基準、奨学生候補者の選考方法、
申請手続、給付時期等に関し必要な事項を定
める。

第２章　給付型奨学金
（給付型奨学金奨学生候補者の選考基準及び選考

方法）
第２条　給付型奨学金奨学生候補者の選考基準

及び選考方法は、次の各号に掲げるとおりと
する。

⑴　学部特待生給付型奨学金
ア　新入生（1 年次生）については、入学

試験成績の順位が次のとおりの者を選
考する。

　一般Ａ方式　　第 1 位から第 4 位まで
　一般Ｂ方式　　第 1 位から第 5 位まで
　一般Ｃ方式　　第 1 位
イ　前アの者で、2 年次生から 6 年次生ま

での間、前年次の成績が各年次の上位
10 位以内の者を選考する。

ウ　書類審査は、学生部委員会が実施す
る。

⑵　大学院新入生給付型奨学金
ア　入学試験の成績、面接及び試問によ

り選考する。
イ　面接及び試問は、研究科長及び学生

部委員会が実施する。
⑶　学部在学生給付型奨学金

ア　学業成績が特に優秀であると認めら
れる者（学部特待生給付型奨学生とな
る者を除く。）については、2 年次生か
ら 5 年次生までは、前年次の成績上位
者を面接のうえ選考し、6 年次生は、1
年次から 5 年次までの総合成績の上位
者を面接のうえ選考する。

イ　研究活動、課外活動、ボランティア
活動などにおいて他の学生の模範とな
り得る活動を行い、顕著な実績又は成
果を挙げた者（以下「研究・課外活動
優秀奨学生」という。）については、書
類審査及び面接により選考する。

ウ　書類審査及び面接は、学生部委員会
が実施する。

⑷　遠隔地出身学生給付型奨学金
ア　新入生（1 年次生）は、一般公募制推

薦、一般Ａ方式、一般Ｂ方式及び一般
Ｃ方式の入学試験を受験した者のうち
から、独立行政法人日本学生支援機構
奨学生推薦基準に基づき算出した家計
困窮点（以下「家計困窮点」という。）
の上位者を選考する。

イ　2 年次生から 5 年次生までは、前年次
の成績が各年次の平均点以上である者
のうちから、家計困窮点及び面接によ
り選考する。この場合において、継続
申請者を優先して選考する。

ウ　6 年次生は、家計困窮点及び面接によ
り選考する。この場合において、継続
申請者を優先して選考する。

エ　書類審査及び面接は、学生部委員会
が実施する。

（給付型奨学金に係る奨学生の選考時期）
第３条　給付型奨学金に係る奨学生の選考時期

は、次の各号に掲げるとおりとする。
⑴　学部特待生給付型奨学金の新入生（1

年次生）に係る奨学生の選考は、それぞ
れの入学試験の合格発表の前日までに行
う。

⑵　2 年次生以上の学部特待生給付型奨学
金、大学院新入生給付型奨学金、学部在
学生給付型奨学金及び遠隔地出身学生給
付型奨学金に係る奨学生の選考は、原則
として当該年度の 5 月末までに行う。

⑶　遠隔地出身学生給付型奨学金の新入生
（1 年次生）に係る奨学生の選考は、原則

として入学年度の前年度の 12 月末日まで
に行う。ただし、当初選考した奨学生の
入学状況により追加して募集する奨学生
の選考は、原則として当該年度の 5 月末
までに行う。

（研究・課外活動優秀奨学生の推薦）
第４条　研究・課外活動優秀奨学生の推薦は、

自己推薦及び本学の職員推薦とし、それぞれ
所定の「給付型奨学金申請書兼推薦書（研究・
課外活動優秀奨学生部門）」に所要事項を記載
し、本学が指定する書類を添付のうえ、所定
の期日までに事務局学生課（以下「学生課」
という。）に提出しなければならない。
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（遠隔地出身学生給付型奨学金の申請）
第５条　本学の一般公募制推薦、一般Ａ方式、

一般Ｂ方式及び一般Ｃ方式の入学試験に出願
を予定する者（一般公募制推薦入試は合格者）
で、入学後に遠隔地出身学生給付型奨学金の
給付を希望する者は、所定の遠隔地出身学生
給付型奨学金申請書（新入生用）に所要事項
を記載し、必要な書類を添付のうえ、所定の
期日までに学生課に提出しなければならない。

２　2 年次生から 6 年次生までの者が、遠隔地出
身学生給付型奨学金の申請をしようとすると
きは、所定の遠隔地出身学生給付型奨学金申
請書（在学生用）に所要事項を記載し、必要
な書類を添付のうえ、所定の期日までに学生
課に提出しなければならない。

３　遠隔地出身学生給付型奨学生の継続を希望
する者は、所定の遠隔地出身学生給付型奨学
金継続申請書に所要事項を記載し、必要な書
類を添付のうえ、所定の期日までに学生課に
提出しなければならない。

（給付型奨学金の給付時期）
第６条　給付型奨学金の給付時期は、次の各号

に掲げるとおりとする。
⑴　新入生に係る学部特待生給付型奨学金

は、当該奨学生の入学等を確認のうえ、
入学月の末日までに給付する。

⑵　2 年次生以上の学部特待生給付型奨学
金、大学院新入生給付型奨学金及び学部
在学生給付型奨学金については、原則と
して当該年度の 6 月末までに給付する。

⑶　遠隔地出身学生給付型奨学金について
は、月額を月ごとに当該月の末日までに
給付する。この場合において、1 年次生に
ついては入学等を確認のうえ、入学月の
末日までに入学月分を給付し、2 年次生か
ら 6 年次生までについては、4 月から奨学
生として決定された日の属する月までの
奨学金を、最初の給付時に一括して給付
する。

第３章　貸与型奨学金
（貸与型奨学金の申請受付時期）
第７条　貸与型奨学金の申請受付は、毎年 10 月

に行う。ただし、家計の急変その他特別な事
情により奨学金を貸与する必要が生じたとき
は、この限りでない。

（申請書類）
第８条　貸与型奨学金の申請を希望する者は、

所定の貸与型奨学金申請書に所要事項を記載
し、必要な書類を添付のうえ、所定の期日ま
でに学生課に提出しなければならない。

（貸与型奨学金奨学生候補者の選考基準及び選考
方法）
第９条　貸与型奨学金の奨学生候補者選考基準

及び選考方法は、次の各号に掲げるとおりと
する。

⑴　学部生については、1 年次生は原則とし
て高校評定平均値が 5.0 満点で 3.2 以上

（ただし、判定時は 100 点満点に換算）、2
年次生以上は原則として前年次までの全
履修科目の平均点が 100 点満点で 70 点以
上であることを要件とし、貸与型奨学金
の申請者の父と母又はこれに代わって家
計を支えている者（以下「主たる家計支
持者」という。）の 1 年間の総所得金額が、
独立行政法人日本学生支援機構第二種奨
学金に申請できる収入基準額（以下この
条において「学生支援機構収入基準額」
という。）以下である者から、家計困窮点
を考慮して選考する。

⑵　大学院生については、1 年次生は入学選
考の面接試問成績（博士前期課程は学力
試験成績を含む場合がある。）が平均水準
以上、2 年次生以上は年次に応じた単位を
取得し標準修業年限で修了できると認め
られ、主たる家計支持者の 1 年間の総所
得金額が学生支援機構収入基準額以下で
ある者から、家計困窮点を考慮して選考
する。

⑶　前 2 号に規定する家計困窮点が同値の
場合は、必要に応じて主たる家計支持者
の 1 年間の総所得金額の収入基準額に対
する不足額により順位付けをすることが
できる。

２　貸与型奨学金に係る奨学生の選考は、学生
部委員会において次条に規定する奨学金の交
付日までに行う。

（貸与奨学金の交付時期）
第 10 条　貸与型奨学金は、原則として当該年度

の 11 月末日までに交付する。ただし、第 7 条
ただし書により貸与する奨学金については、
その都度交付する。

（連帯保証人）
第 11 条　規則第 11 条第 2 項に規定する連帯保

証人は、貸与奨学金返還の義務を履行できる
と認められる者 2 名とし、そのうちの 1 名は
貸与型奨学生の主たる家計支持者とする。

（連帯保証人等変更届）
第 12 条　規則第 11 条第 3 項に規定する氏名、

住所等の変更の届出は、所定の連帯保証人記
載事項変更届又は奨学生記載事項変更届を学
生課に提出することにより行うものとする。
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（貸与型奨学金の返還方法）
第 13 条　規則第 12 条第 1 項の規定に基づき、

貸与型奨学金の返還方法について次の各号の
とおり定める。

⑴　貸与奨学金は、原則として分割して返
還するものとし、卒業又は修了した年の
12 月に 10 万円を、以後、返還が完了す
るまでの間、毎年 7 月及び 12 月に各 10
万円を返還するものとする。この場合に
おいて、貸与奨学金の総額に 10 万円未満
の端数があるときは、その端数を最終回
の返還額とする。

⑵　前項の規定にかかわらず、2 回目の貸与
を受けた者の返還方法は、卒業又は修了
した年の 12 月に 15 万円を、以後、返還
が完了するまでの間、毎年 7 月及び 12 月
に各 15 万円を返還するものとする。この
場合において、貸与奨学金の総額に 15 万
円未満の端数があるときは、その端数を
最終回の返還額とする。

⑶　前 2 号の規定にかかわらず、貸与奨学
金の返還は、未返還額を一括して返還す
ることができる。

２　貸与奨学金の返還に係る事務上の取扱いに
関し必要な事項は、別に定める。

（延滞金の徴収方法等）
第 14 条　規則第 13 条に規定する延滞金は、原

則として延滞金を徴収する原因となった期の
返還金の次期以降の返還金に加算して徴収す
る。

（貸与奨学金返還猶予願及び返還免除願）
第 15 条　規則第 14 条第 1 項に規定する貸与奨

学金の返還猶予を願い出る者は、当該返還金
の返還期日までに所定の奨学金返還猶予願に
所要事項を記載し、その理由を証明する書類
を添付のうえ、学生課に提出しなければなら
ない。ただし、事情やむを得ない事由により
返還期日までに提出できないときは、返還期
日経過後において速やかにその事由を付して
提出することができる。
２　規則第 14 条第 2 項に規定する貸与奨学金の

返還免除を願い出る者は、所定の奨学金返還
免除願に所要事項を記載し、その理由を証明
する書類を添付のうえ、学生課に提出しなけ
ればならない。
３　返還猶予期日及び前 2 項に規定するそれぞ

れの願い出に係る決定は、規則第 16 条の規定
を準用する。

第４章　決定通知及び奨学金の給付方法等
（奨学生の決定通知）

第 16 条　学長は、規則第 16 条第１項の規定に
より奨学生を決定したときは、奨学生本人及
び当該奨学生の保証人に通知する。

２　前項の規定にかかわらず、新入生（１年次
生）に係る学部特待生給付型奨学金の奨学生
については、当該奨学生が受験した入学試験
の合格通知書と合わせて奨学生本人のみに通
知するものとし、本学への入学希望者で遠隔
地出身学生給付型奨学金の奨学生となった者
については、原則として入学予定年度の前年
度の 12 月末日までに奨学生本人のみに通知す
る。

（奨学金の給付又は貸与方法等）
第 17 条　奨学金の給付又は貸与は、奨学生の指

定する金融機関の本人名義の預金口座に振り
込むものとし、前条に定める通知を受けた奨
学生は、直ちに所定の「口座振込依頼書」に
より当該預金口座を学生課に届け出なければ
ならない。ただし、本学への入学を希望する
遠隔地出身学生給付型奨学金の奨学生は、本
学に入学後速やかに届け出るものとする。

第５章　雑　則
（雑　則）
第 18 条　この細則に定めるもののほか、本学の

奨学金（外国人留学生奨学金及び海外短期留
学奨学金を除く。）に係る選考基準、奨学生候
補者の選考方法、申請手続等に関し必要な事
項は、学長が定める。

　附　則
１　この細則は、1996 年 4 月 1 日から施行する。

（中略）
　附　則
この細則（一部改正）は、2002 年 6 月 20 日か
ら施行する。
　附　則
この細則（一部改正）は、2004 年 4 月 1 日から
施行する。
　附　則
この細則（一部改正）は、2008 年 4 月 17 日か
ら施行し、2008 年 4 月 1 日から適用する。
　附　則
この細則（一部改正）は、2009 年 4 月 7 日から
施行し、2009 年 4 月 1 日から適用する。
　附　則
この細則（一部改正）は、2010 年 4 月 1 日から
施行する。
　附　則
この細則（一部改正）は、2012 年 9 月 1 日から
施行する。
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　附　則
この細則（一部改正）は、2015 年 4 月 1 日から
施行する。
　附　則
１　この細則（一部改正）は、2018 年 11 月 1

日から施行する。
２　2018 年度以前の入学生にかかる遠隔地出身

学生給付型奨学金の取扱いについては、なお
従前の例による。

３　京都薬科大学給付型及び授業料減免型奨学
金規則施行細則は、廃止する。
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第１章　総　則
（趣　旨）
第１条　この規則は、大学等における修学の支

援に関する法律（令和元年法律第 8 号。以下
「法」という。）、大学等における修学の支援に

関する法律施行規則（令和元年文部科学省令
第 6 号。以下「省令」という。）その他関係法
令等に定めるもののほか、京都薬科大学（以
下「本学」という。）における法等による入学
金及び授業料（以下「授業料等」という。）の
減免の取扱いに関し必要な事項を定める。

（対象者等）
第２条　この規則による減免の対象者は、本学

に在学する学部生のうち、次の各号に掲げる
者とする。

⑴　法第 8 条第 1 項の規定に基づき、授業
料等減免対象者として認定した者

⑵　独立行政法人日本学生支援機構（以下
「支援機構」という。）が給付型奨学金の

奨学生として認定した者

第２章　入学金の減免
（減免資格及び減免額）
第３条　入学金を減免することができる者は、

学部の新入生であって、前条各号に定める者
のうち、4 月 1 日付の認定を受けた者とする。
２　入学金は、全額を減免する。

（減免の時期等）
第４条　本学への入学手続時に納付すべき入学

金の徴収猶予は行わないものとし、前条の規
定により入学金を減免される者については、
入学後に全額を返還する。
２　前項の規定による入学金の返還は、当該学

生の指定する金融機関の本人又は本人の父と
母又はこれに代わって家計を支えている者（以
下「主たる家計支持者」という。）名義の預金
口座に振り込むものとし、入学金減免の通知
を受けた者は、直ちに所定の「口座振込依頼
書」により当該預金口座を事務局学生課（以
下「学生課」という。）に届け出なければなら
ない。

（減免の申請等）
第５条　入学金の減免を受けようとする者は、

所定の期限までに、次の各号に掲げる書類を、
学生課に提出しなければならない。

⑴　法等に基づく給付型奨学金の予約採用
者（以下「予約採用者」という。）

ア　本学所定の授業料等減免申請書（連
帯保証人（主たる家計支持者とする。
以下同じ。）が署名・押印したもの）

イ　支援機構からの給付型奨学金選考結
果通知書の写し

ウ　本学が必要と認める書類
⑵　予約採用者以外の者

ア　本学所定の授業料等減免申請書（連
帯保証人が署名・押印したもの）

イ　支援機構への給付型奨学金申請書の
写し

ウ　支援機構からの給付型奨学金選考結
果通知書の写し

エ　本学が必要と認める書類
２　予約採用者は、前項第 1 号に定めるものの

ほか、第 7 条第 1 項第 1 号に規定する授業料
の減免を申請するとともに、本学を経て支援
機構に進学届を提出しなければならない。
３　予約採用者以外の者は、第 1 項第 2 号に定

めるもののほか、第 7 条第 1 項第 2 号に規定
する授業料の減免を申請するとともに、支援
機構に対し、本学を経て給付型奨学金の申請
をしなければならない。

第３章　授業料の減免
（減免資格及び減免額）
第６条　授業料を減免することができる者は、

第 2 条各号に定める者とする。
２　授業料は、当該年度の各学期に納付すべき

授業料のそれぞれ半額を減免する。この場合
において、授業料等減免対象者として認定さ
れた者（以下「減免者」という。）は、定期の
継続手続を行い、引き続き減免者として認定
されることにより、標準修業年限で卒業する
まで毎年度・毎学期同額を減免する。

（減免の申請等）
第７条　授業料の減免を申請しようとする者は、

所定の期限までに、次の各号に掲げる書類を、
学生相談員又は分野主任（以下「学生相談員
等」という。）を経て学生課に提出しなければ
ならない。なお、新入生の予約採用者につい
ては、直接、学生課に提出する。

⑴　予約採用者
ア　本学所定の授業料等減免申請書（連

帯保証人が署名・押印したもの）
イ　支援機構からの給付型奨学金選考結

果通知書の写し

09 京都薬科大学法令等に係る授業料等減免規則
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ウ　本学が必要と認める書類
⑵　予約採用者以外の者（2 年次以上の在学

生及び、緊急採用者を含む。以下同じ。）
ア　本学所定の授業料等減免申請書（連

帯保証人が署名・押印したもの）
イ　支援機構への給付型奨学金申請書の

写し
ウ　支援機構からの給付型奨学金選考結

果通知書の写し
エ　本学が必要と認める書類

（減免申請者に係る授業料の徴収猶予）
第８条　授業料の徴収猶予は、次の各号に掲げ

るとおりとする。
⑴　本学の入学試験の合格者かつ予約採用

者で、前条に定める授業料の減免を申請
しようとする者は、本学への入学手続時
に納付すべき授業料の徴収を猶予（自治
会費、教育後援会費、京薬会入会費、卒
業研究・演習費を除く。以下同じ。）する。
ただし、指定校制推薦入学試験及び一般
公募制推薦入学試験の合格者、及び、学
部の新入生で予約採用者以外の者につい
ては、入学手続時に納付すべき授業料の
徴収は、猶予しない。

⑵　2 年次以上の在学生については、前条第
1 項第 2 号に規定する提出することによ
り、当該期の授業料の徴収を猶予する。

２　前項第 1 号の規定に該当する者は、入学手
続時に提出する入学関係書類とともに、前条
第１項各号に定める書類を本学に提出しなけ
ればならない。
３　授業料の減免を許可された者は当該学期の

授業料の半額を、許可されなかった者は当該
学期の授業料の全額を、本学が指定する日ま
でに納付しなければならない。
４　指定校制推薦入学試験及び一般公募制推薦

入学試験の合格者、及び、学部の新入生で予
約採用者以外の者が減免者となった場合は、
第 4 条第 2 項の規定に準じて入学年度の前期
授業料の半額を返還する。

（許可基準）
第９条　授業料等の減免に係る許可基準は、省

令に定める基準による第Ⅲ区分以上の要件を
満たすものとする。

第４章　許可の判定及び通知
（許可の判定）
第 10 条　給付型奨学金の支給対象者として支援

機構から認定を受けた学生について、法第 8
条第 1 項の規定に基づく授業料等減免対象者
としての認定は、学生部委員会（以下「委員

会」という。）の審査を参考に学長が行う。
２　学長及び事務局長は、前項の規定する委員

会の審査に立会い、意見を述べることができ
る。

（判定結果の通知等）
第 11 条　学長は、前条の規定により判定した結

果について、直ちに申請者に通知する。

第５章　授業料等減免の取消し
（授業料等減免者認定の取消し）
第 12 条　学長は、法第 12 条その他関係法令等

の定めるところにより、授業料等の減免者と
しての認定を取り消すものとし、支援機構か
ら給付型奨学金の支給対象者の認定を取り消
された場合も同様とする。

（減免の取消し）
第 13 条　授業料等の減免を許可された者は、前

条によりその事由が消滅したときは速やかに
学生課に申し出なければならない。
２　学長は、前項の申出があった場合又は虚偽

の申請が判明した場合は、委員会の審査を参
考にその許可を取り消すことができる。
３　前項の規定により授業料等の減免を取り消

された者は、取り消しにより減免を行わない
こととなる月以降の授業料として、正規の授
業料を月割計算した額を納付しなければなら
ない。

第６章　雑　則
（事務等）
第 14 条　この規則による授業料等の減免及び徴

収猶予に関する事務は、学生課において処理
する。
２　学生課、会計課及び入試課は、授業料等の

減免及び徴収猶予に係る申請状況、判定又は
認定結果、許可の取り消し等に関する情報を
共有するとともに、それぞれの所管業務を適
正かつ効率的に処理するため、連携しなけれ
ばならない。

（雑　則）
第 15 条　この規則に定めるもののほか、法等に

基づく学生の授業料等の減免及び徴収猶予の
取扱いに関し必要な事項は、学長が定める。

　附　則
この規則は、2020 年 4 月 1 日から施行する。
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第１章　総　則
（趣　旨）
第１条　この規則は、京都薬科大学学則（以下

「大学学則」という。）第 43 条第 1 項及び京都
薬科大学大学院学則（以下「大学院学則」と
いう。）第 42 条第 4 項に定めるもののほか、
京都薬科大学（以下「本学」という。）が大学
等における修学の支援に関する法律（令和元
年法律第 8 号）その他関係法令等（以下「法
令等」という。）に基づく授業料等の減免制度
以外で、本学が独自に実施する授業料の減免
及び徴収猶予の取扱いに関し必要な事項を定
める。

（目　的）
第２条　本学が独自に実施する授業料の減免及

び徴収猶予は、経済的な理由により授業料の
納付が困難であり、かつ、勉学意欲の強い学
生に対し、経済的負担を軽減することにより
勉学及び研究環境を改善し、薬学分野におけ
る優秀な人材の育成を図ることを目的とする。

（対象者等）
第３条　この規則の対象者は、法令等による授

業料等減免対象者と認定されない者であって、
国費外国人留学生（政府派遣を含む。）を除く
学部及び大学院の正規課程に在学する学生（以
下「学生」という。）とする。ただし、私費外
国人留学生（出入国管理及び難民認定法別表 1
に定める「留学」の資格を有する者）に係る
授業料の減免及び徴収猶予の取扱いについて
は、別に定める。

第２章　授業料の減免
（減免の資格及び額）
第４条　学生（私費外国人留学生を除く。以下

同じ。）が、経済的理由により授業料の納付が
困難であり、かつ、学業成績又は研究業績等
が優秀であると認められる場合は、当該年度
に納付すべき授業料の半額（前期又は後期の
授業料のどちらか）を減免することができる。
２　前項に規定するもののほか、学生が次の各

号のいずれかに該当する特別な事情により、
授業料の納付が著しく困難であると認められ
る場合は、当該事由の発生した日の属する期
の翌期に納付すべき授業料を減免することが
できる。ただし、当該事由発生の時期が、当
該期の授業料納付期限以前であり、かつ、当
該学生が当該期の授業料を納付していない場

合においては、当該期の授業料を減免するこ
とができる。

⑴　前期又は後期の授業料の納付期限前 6 ヵ
月以内（入学年度の授業料減免に係る場
合は、後期の授業料納付期限前 1 年以内）
において、学生の父と母又はこれに代わっ
て家計を支えている者（以下「主たる家
計支持者」という。）が死亡、失業、廃業、
風水害等の災害その他の事由により家計
が急変したことにより、授業料の納付が
著しく困難となった者で、学業成績又は
研究業績等が良好であると認められる場
合

⑵　前号に準ずる場合であって、学長が相
当と認める事由がある場合

３　第 2 項の規定にかかわらず、次の各号のい
ずれかに該当する者には、授業料の減免を許
可しない。

⑴　留年又は標準修業年限を超えて在学し
ている者

⑵　授業料の減免を受けようとする学期前
の授業料が未納である者

⑶　学生の本分にもとる行為のあった者
４　同一学生の在学中における授業料の減免を

許可できる回数は、原則として次の各号に掲
げるとおりとする。

⑴　学部学生　　　　　　　　　6 回
⑵　大学院博士前期課程学生　　2 回
⑶　大学院博士後期課程学生　　3 回

（本学博士前期課程在学時の回数は含ま
ない。）

⑷　大学院博士課程学生　　　　4 回
（本学学部在学時の回数は含まない。）

５　授業料の減免は、予算の範囲内において許
可するものとする。

（減免の申請等）
第５条　授業料の減免の許可は、原則として学

期ごとに行うものとし、授業料の減免を申請
しようとする者は、当該期の授業料納付期限
までの所定の期間内（前条第 2 項による申請
は随時とする。）に、次の各号に掲げる書類を
学生相談員又は分野主任（以下「学生相談員
等」という。）を経て事務局学生課（以下「学
生課」という。）に提出しなければならない。
ただし、私費外国人留学生を除き、学部及び
大学院の 1 年次生は、前期授業料に係る減免
申請はできないものとする。

10 京都薬科大学授業料減免及び徴収猶予規則
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⑴　本学所定の（独自）授業料減免申請書
（連帯保証人（主たる家計支持者とする。

以下同じ。）が署名・押印したもの）
⑵　市区町村長発行の所得に関する証明書
⑶　申請の事由により本学が必要と認める

書類（主たる家計支持者の死亡を証明す
る書類、罹災証明書など）

２　授業料の減免を申請した者に対しては、許
可の可否が判定されるまでの間、授業料の徴
収を猶予（卒業研究・演習費等を除く。）する
ものとし、減免を許可されなかった者は、本
学が指定する日までに当該期分の授業料を納
付しなければならない。

（許可基準）
第６条　第 4 条第 1 項に規定する授業料の減免

に係る家計及び学業成績又は研究業績等の許
可基準は、次の各号に掲げるとおりとする。

⑴　家計基準は、原則として減免を申請す
る学生の主たる家計支持者の前年 1 年間

（1 月から 12 月まで）の総所得金額が次の
とおりであって、審査については家庭事
情その他を勘案する。
ア　給与所得者　　　　600 万円以下
イ　給与所得者以外　　250 万円以下

⑵　学業成績又は研究業績等の基準は、次
のとおりとする。
ア　学部 1 年次生は、当該学生が受験し

た入学試験の成績が、入学者の上位 30
パーセント以内である者とする。ただ
し、指定校推薦入試受験者は、全員を
学業成績が優秀と認めるものとする。

イ　学部 2 年次生から 5 年次生までは、
原則として同年次の前年次の履修科目
の平均点に５点を加算した点数以上で
ある者とし、6 年次生は、1 年次から 5
年次までの総合成績の上位 30 パーセン
ト以内の者とする。

ウ　大学院 1 年次生は、入学者全員を学
業成績及び研究業績等が優秀と認める。

エ　大学院 2 年次生以上は、年次に応じ
た単位を取得している者で、指導教員
が研究業績及び研究に対する姿勢その
他を評価し、研究業績等が優秀と認め
る者とする。

２　第 4 条第 2 項に規定する授業料の減免に係
る家計及び学業成績又は研究業績等の許可基
準は、次の各号に掲げるとおりとする。

⑴　家計基準は、独立行政法人日本学生支
援機構が定める第一種奨学金における緊
急採用奨学金の家計基準を準用する。

⑵　学業成績又は研究業績等の基準は、次

のとおりとする。
ア　学部 1 年次生は、当該学生が受験し

た入学試験の成績が、入学者の上位 50
パーセント以内である者とする。ただ
し、指定校推薦入試受験者は、全員を
学業成績が良好と認めるものとする。

イ　学部 2 年次生から 5 年次生までは、
同年次の前年次の履修科目の平均点以
上である者、または、本学の指定する
学修計画書により、学習の意欲や目的、
将来像等が確認できる者

ウ　学部 6 年次生は、1 年次から 5 年次ま
での総合成績の上位 50 パーセント以内
の者、または、本学の指定する学修計
画書により、学習の意欲や目的、将来
像等が確認できる者

エ　大学院 1 年次生は、入学者全員を学
業成績及び研究業績が良好と認める。

オ　大学院 2 年次以上は、年次に応じた
単位を取得している者で、指導教員が
研究業績及び研究に対する姿勢その他
を評価し、研究業績等が良好と認める
者とする。

（減免の特例）
第７条　学生が次の各号のいずれかに該当する

場合は、当該各号に掲げる額の授業料を減免
する。

⑴　死亡又は行方不明のため退学とされた
場合は、未納の授業料の全額

⑵　大学学則第 24 条第 1 号及び大学院学則
第 24 条の 2 第 1 号の規定により、授業料
の未納を理由に退学とされた場合は、未
納の授業料の全額

⑶　第 3 章の規定により、授業料の徴収を
猶予されている者が、願い出により退学
を許可された場合は、退学の翌月以降の
授業料の全額

第３章	 授業料等の徴収猶予
（徴収猶予の許可基準）
第８条　第 5 条第 2 項に定めるもののほか、学

生が次の各号のいずれかに該当するときは、
当該期に付すべき授業料、在籍料、研究費・
演習費（以下「授業料等」という。）の徴収を
猶予することができる。

⑴　経済的理由により納付期限までに授業
料等の納付が困難であり、かつ、学業成
績又は研究業績等が良好であると認めら
れる場合

⑵　学生又は主たる家計支持者が風水害等
の災害を受け、授業料等の納付期限まで
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に納付することが困難であると認められ
る場合

⑶　学生が行方不明の場合
⑷　その他やむを得ない事情により、授業

料等の納付期限までに納付することが困
難であると認められる場合

（徴収猶予の申請等）
第９条　授業料等の徴収猶予の許可は、原則と

して学期ごとに行うものとし、授業料等の徴
収猶予を申請しようとする者（学生が行方不
明の場合は、主たる家計支持者などの代理人。
以下「申請者」という。）は、当該期の授業料
等納付期限までの所定の期間内に、次の各号
に掲げる書類を学生相談員等を経て学生課に
提出するものとする。ただし、学部及び大学
院の１年次生は、前期授業料等に係る徴収猶
予の申請はできないものとする。

⑴　本学所定の授業料等徴収猶予申請書（連
帯保証人が署名・押印したもの）

⑵　申請の事由により本学が必要と認める
書類（罹災証明書など）

２　前項の規定にかかわらず、授業料の免除を
申請した者のうち、判定の結果、免除が許可
されなかったため徴収猶予の申請をしようと
する者は、第 5 条第 2 項に規定する授業料納
付期日までに、申請しなければならない。
３　前 2 項の規定により授業料等の徴収猶予を

申請した者に対しては、許可の可否が判定さ
れるまでの間、授業料等の徴収を猶予する。
４　授業料等の徴収猶予を許可されなかった者

は、本学が指定する日までに当該期分の授業
料等を納付しなければならない。

（徴収猶予の期間）
第10条　授業料等の徴収を猶予する最長期間は、

原則として前期分については 7 月 31 日まで、
後期分については翌年 1 月 31 日までとする。
ただし、事情やむを得ない特別の事由がある
と認められる場合は、当該期を超えない範囲
内で延長することができる。
２　授業料等の徴収を猶予した期間については、

大学学則第 24 条第 1 号及び第 42 条並びに大
学院学則第 24 条の 2 第 1 号及び第 42 条第 3
項の規定は適用しない。

第４章　許可の判定及び通知
（許可の判定）
第 11 条　授業料の免除及び徴収猶予の許可の判

定は、次の各号に掲げる期日までに、学生部
委員会（以下「委員会」という。）の審査を参
考に学長が行う。ただし、第 9 条第 2 項の規
定に基づき申請されたものは、申請後速やか

に審査、判定、通知等を行うものとする。
⑴　前期分　 ５月 20 日
⑵　後期分　11 月 20 日

２　学長及び事務局長は、前項に規定する委員
会の審査に立ち会い、意見を述べることが で
きる。

（判定結果の通知等）
第 12 条　学長は、前条の規定により判定した結

果について、直ちに申請者に通知するととも
に、事務局会計課に報告する。

第５章　授業料の免除又は徴収猶予の取
消し

（免除又は徴収猶予の取消し）
第 13 条　授業料の免除又は徴収猶予を許可され

た者は、その事由が消滅したときは速やかに
学生課に申し出なければならない。
２　学長は、前項の申出があった場合又は虚偽

の申請が判明した場合は、委員会の審査を 参
考にその許可を取り消すことができる。
３　前項の規定により授業料の免除を取り消さ

れた者は、次の各号に掲げる区分に応じ、 直ち
に当該各号に掲げる額の授業料を納付しなけ
ればならない。

⑴　第 1 項の申出により許可を取り消され
た場合は、当該事由の消滅した日の属す
る月以降の授業料として月割計算した額

⑵　虚偽の申請が判明したことにより許可
を取り消された場合は、当該虚偽の申請
に係る期の授業料の全額

４　第 2 項の規定により授業料等の徴収猶予の
許可を取り消された者は、直ちに当該許可 の
対象であった授業料等の全額を納付しなけれ
ばならない。

第６章　雑　則
（事　務）
第 14 条　学生の授業料の免除及び徴収猶予に関

する事務は、学生課において処理する。
（雑　則）
第 15 条　この規則に定めるもののほか、学生の

授業料の免除及び徴収猶予の取扱いに関し必
要な事項は、学長が定める。

　附　則
この規則は、2018 年 11 月 1 日から施行する。
この規則（一部改正）は、2020 年 4 月 1 日から
施行する。
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11 京都薬科大学海外短期留学奨学金取扱要綱

（趣　旨）
第１条　この要綱は、京都薬科大学奨学金規則

第 5 条第 2 項の規定に基づき、京都薬科大学
（以下「本学」という。）に在学する 1 年次か

ら 3 年次の学部学生（以下「学生」という。）
の海外短期留学に対する奨学金（以下「奨学
金」という。）の取扱いに関し必要な事項を定
める。

（目　的）
第２条　奨学金は、本学の学生に海外における

語学研修又は各種研修プログラム等に参加す
る機会を与え、海外における学習及び生活を
通して、広い視野と豊かな感性を持った優秀
な人材の育成に寄与することを目的とする。

（給付対象）
第３条　奨学金の給付対象となる海外留学は、

留学期間が 30 日以内であり、かつ、次の各号
に掲げる事業とする。

⑴　ドイツ　University of Freiburg が主催す
る海外留学事業

⑵　米国　MCPHS（Massachusetts College of 
Pharmacy & Health Sciences）University が
主催する海外留学事業

２　奨学金の給付対象となる学生は、次の各号
のいずれかに該当する者とする。

⑴　学生相談員の推薦を得て、前項に規定
する海外留学事業に申請した者

⑵　所属分野等の分野主任又はセンター長
等の推薦を得て、前項に規定する海外留
学事業に申請した者

（申請手続）
第４条　奨学金の給付を受けようとする学生（以

下「申請学生」という。）は、次の各号に掲げ
る書類を、本学が指定する期日までに事務局
国際交流推進室（海外留学担当）に提出しな
ければならない。

⑴　海外短期留学申込書　兼　奨学金申請
書（別紙様式 1）

⑵　語学能力証明書
⑶　健康診断書
⑷　パスポートのコピー
⑸　その他本学が指定する書類

（選　考）
第５条　奨学金の給付額及び採用人員は、当該

年度の予算額に基づき、学内学業成績及び語
学能力を考慮して国際交流推進委員会（以下

「委員会」という。）の審査を経て学長が決定

する。
（奨学金額）
第６条　第３条第１項に規定する事業に対する

奨学金は、往復渡航費の一部補助として次の
各号に掲げる額とする。

⑴　第３条第１項第１号に係る事業
　　一人当たり 10 万円
⑵　第３条第１項第２号に係る事業
　　一人当たり 20 万円

２　前項の奨学金の給付は、在学中いずれか１
回に限るものとする。

（採用決定通知等）
第７条　学長は、奨学金の給付を決定したとき

は、申請学生及び在学保証書に記載の保証人
に通知する。
２　前項の通知を受けた申請学生（以下「奨学

生」という。）は、第 3 条第 2 項の規定により
推薦を受けた学生相談員、分野主任又はセン
ター長等に採用決定の報告を行わなければな
らない。

（遵守事項及び誓約書の提出）
第８条　奨学生は、留学前及びも留学後におい

て、次の各号に掲げる事項を遵守しなければ
ならない。

⑴　本学が定める留学に必要な各種費用の
支払期限、各種書類等の提出期限

⑵　本学が開催する事前及び事後研修への
参加

⑶　その他本学が指示する事項
２　奨学生は、留学中において、次の各号に掲

げる事項を遵守しなければならない。
⑴　日本国の法令及びルール
⑵　滞在先の法令及びルール
⑶　本学引率職員が指示する事項
⑷　その他本学が指示する事項

３　奨学生は、海外短期留学に参加するにあた
り、本学所定の誓約書を指定する期日までに
事務局国際交流推進室（海外留学担当）を経
て学長に提出しなければならない。

（奨学金の給付）
第９条　奨学金は、留学の出発日までに、奨学

生の指定する銀行その他の金融機関における
預貯金口座に振り込む。ただし、留学受入先
機関からの求めに応じて、本学が奨学生に代
わり奨学金の全額又は一部を留学先機関に支
払うことがある。
２　前項本文の規定により奨学金を金融機関の
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口座振込とする場合は、奨学生は所定の期日
までに奨学金振込口座届を提出しなければな
らない。
３　前項に規定する所定の期日までに奨学金振

込口座届の提出がない奨学生は、奨学金の給
付を辞退したものとみなし、給付を取り消す。

（給付の取消）
第 10 条　学長は、前条第 3 項に定めるもののほ

か、奨学生が次の各号のいずれかに該当する
と認めたときは、奨学金の給付を取り消すこ
とができる。

⑴　申請書類に虚偽が判明した場合
⑵　休学、退学、学業成績の不良その他の

事由により留学が不可能になった場合
⑶　その他素行不良等により奨学生として

の適性を欠くと判断した場合
（奨学金の返還）
第 11 条　学長は、奨学金の給付後において、前

条の規定により給付を取り消された奨学生に
対し、奨学金の返還を求めることができる。
２　学長は、奨学生が留学期間中において、学

生の本分にもとる行為等により奨学生として
適当でないと判断したときは、奨学金の返還
を求めることができる。

（報告義務）
第 12 条　奨学生は、帰国後 2 ヶ月以内に健康状

況及び海外留学の成果等を、海外短期留学成
果報告書（別紙様式 2）により、学生相談員、
分野主任又はセンター長等を経て学長に報告
しなければならない。

（事　務）
第 13 条　奨学金に関する事務は、関係各課の協

力を得て事務局国際交流推進室（海外留学担
当）において処理する。

（雑　則）
第 14 条　この要綱に定めるもののほか、奨学金

の取扱いに関し必要な事項は、学長が定める。

　附　則
この規則は、2014 年 12 月 1 日から施行する。
　附　則
この規則（一部改正）は、2016 年 4 月 1 日から
施行する。
　附　則
この規則（一部改正）は、2017 年 4 月 1 日から
施行する。
　附　則
この要綱（一部改正）は、2018 年 11 月 1 日か
ら施行する。
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12 学校法人京都薬科大学個人情報保護規程

第１章　総　則
（目　的）
第１条　この規程は、個人情報の保護に関する

法律（平成 15 年法律第 57 号。以下「個人情
報保護法」という。）その他関係法令の趣旨に
基づき、学校法人京都薬科大学及び京都薬科
大学（以下「本学」という。）が業務上の必要
に応じて取得、利用及び保管する個人情報の
適切な管理等のために必要な基本的事項を定
め、個人情報に関する業務の適正かつ円滑な
運営を図るとともに、個人の人格の尊重並び
に個人の権利・利益及びプライバシーを保護
することを目的とする。

（定　義）
第２条　この規程において「個人情報」とは、

生存する個人に関する情報であって、次の各
号のいずれかに該当するものをいう。

⑴　当該情報に含まれる氏名、生年月日そ
の他の記述等により特定の個人を識別す
ることができるもの（他の情報と容易に
照合することができ、それにより特定の
個人を識別することができることとなる
ものを含む。）

⑵　個人識別符号が含まれるもの
２　この規程において「個人識別符号」とは、

次の各号のいずれかに該当する文字番号、記
号その他の符号のうち、個人情報保護法施行
令（以下「政令」という。）で定めるものをい
う。

⑴　特定の個人の身体の一部の特徴を電子
計算機（以下「コンピュータ」という。）
の用に供するために変換した文字、番号、
記号その他の符号であって、当該特定の
個人を識別することができるもの

⑵　個人に提供される役務の利用、個人に
販売される商品の購入に際し割り当てら
れ、又は個人に発行されるカードその他
の書類に記載若しくは電磁的方式により
記録された文字、番号、記号その他の符
号であって、その利用者、購入者又は発
行を受ける者ごとに異なるものとなるよ
うに割り当て、記載、記録されることに
より、特定の利用者、購入者又は発行を
受ける者を識別することができるもの

３　この規程において「要配慮個人情報」とは、
本人の人種、信条、社会的身分、病歴、犯罪
の経歴、犯罪により害を被った事実その他本

人に対する不当な差別、偏見その他の不利益
が生じないようにその取扱いに特に配慮を要
するものとして、次の各号に掲げる記述等が
含まれる個人情報をいう。

⑴　身体障害、知的障害、精神障害（発達
障害を含む。）その他の個人情報保護委員
会規則で定める心身の機能の障害がある
こと

⑵　本人に対して医師等により行われた健
康診断等の結果

⑶　健康診断等の結果に基づき、又は疾病、
負傷その他の心身の変化を理由として、
本人に対して医師等により心身の状態の
改善のための指導又は診療若しくは調剤
が行われたこと

⑷　本人を被疑者又は被告人として、逮捕、
捜索、差押え、勾留、公訴の提起その他
の刑事事件に関する手続が行われたこと

⑸　本人を少年法第 3 条第 1 項に規定する
少年又はその疑いのある者として、調査、
観護の措置、審判、保護処分その他の少
年の保護事件に関する手続が行われたこ
と

４　この規程において「個人情報データベース
等」とは、個人情報を含む情報の集合物であっ
て、次の各号に掲げるもの（利用方法からみ
て個人の権利利益を害するおそれが少ないも
のとして政令で定めるものを除く。）をいう。

⑴　特定の個人情報を、コンピュータを用
いて検索することができるように体系的
に構成したもの

⑵　前号に掲げるもののほか、特定の個人
情報を、容易に検索することができるよ
うに体系的に構成したものとして政令で
定めるもの

５　この規程において「個人データ」とは、個
人情報データベース等を構成する個人情報を
いう。
６　この規程において「保有個人データ」とは、

本学が開示、内容の訂正、追加又は削除、利
用の停止、消去及び第三者への提供の停止を
行うことのできる権限を有する個人データで
あって、その存否が明らかになることにより
公益その他の利益が害されるものとして政令
で定めるもの又は 6 か月以内に消去すること
となるもの以外のものをいう。
７　この規程において「本人」とは、個人情報
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によって識別される特定の個人をいう。
８　この規程において「学生等」とは、京都薬

科大学学則及び京都薬科大学大学院学則に規
定する学部学生、大学院学生及びそれらに準
じる学生等であって、現に本学に在籍又は過
去に在籍した者若しくは本学の入学試験の受
験者をいう。
９　この規程において「役職員等」とは、現に

本学の業務に従事又は過去に従事した者（役
員、評議員及び職員を含むが、これに限られ
ない。）をいう。

（基本理念）
第３条　本学は、個人情報が個人の人格尊重の

理念の下に慎重に取り扱われるべきものであ
ることに鑑み、その適正な取扱いを図るもの
とする。

（大学の責務）
第４条　本学は、学生及び役職員等をはじめと

する者の個人情報を保護するため、関係法令
及びこの規程を遵守するとともに、個人情報
の性質及び利用方法等を勘案のうえ、その適
正な取扱いを確保するために必要な措置を講
じなければならない。
２　本学の役職員等は、個人情報の取扱いに当

たっては、本人の権利・利益及びプライバシー
の保護に努めなければならない。
３　本学の役職員等は、業務上知り得た個人情

報を第三者に漏洩し、又は自己若しくは第三
者の不当な目的のために使用してはならない。

（個人情報総括保護管理者）
第５条　本学に個人情報総括保護管理者（以下

「総括保護管理者」という。）を置き、理事長
をもって充てる。 
２　総括保護管理者は、本学における個人情報

の保護及び管理に関する事務を総括する。

第２章　個人情報の管理体制
（個人情報保護管理者）
第６条　本学に個人情報保護管理者を置き、学

校法人京都薬科大学経理事務に係る部局等の
名称を定める要綱第 2 条第 2 項に規定する部
局等の長をもって充てる。

（個人情報保護委員会）
第７条　本学に個人情報の保護を適切に行うた

め、個人情報保護委員会（以下「委員会」と
いう。）を置く。
２　委員会は、次の各号に掲げる事項について

審議する。
⑴　個人情報の取得、管理、利用、公開又

は非公開に関する事項
⑵　個人情報保護に関する重要事項

⑶　個人情報保護に係る諸規則の制定及び
改廃に関する事項

⑷　個人情報保護管理者に対する指導及び
助言に関する事項

⑸　個人情報の取扱い等に係る不服申立て
に関する事項

⑹　総括保護管理者が必要と認めた事項
（委員会の構成） 
第８条　委員会は、次の各号に掲げる者をもっ

て構成する。 
⑴　学長
⑵　副学長
⑶　事務局長 
⑷　分野主任　若干名 
⑸　事務局次長
⑹　課長及び室長　若干名

２　前項第 4 号及び第 6 号の委員は、理事長が
任命する。
３　前項の委員の任期は、2 年とする。ただし、

補欠の委員の任期は、前任者の残任期間とす
る。 
４　第２項の委員は、再任されることができる。

（委員会の委員長及び副委員長）
第９条　委員会に委員長を置き、学長をもって

充てる。
２　委員長は、委員会を招集し、その議長とな

る。
３　委員会に副委員長を置き、副学長及び事務

局長をもって充てる。
４　副委員長は、委員長を助け、委員長に事故

があるときは、副委員長の副学長がその職務
を代行する。

（会　議）
第 10 条　委員会は、委員の過半数の出席がなけ

れば議事を開くことはできない。
２　委員会の議事は、出席した委員の過半数を

もって決し、可否同数のときは、委員長の決
するところによる。
３　委員会が必要と認めたときは、委員以外の

者の出席を求め、その者に説明又は意見を求
めることができる。
４　委員会の議事については、議事録を作成す

る。

第３章　個人情報等の取扱い
第１節　個人情報等の利用

（利用目的の特定）
第 11 条　本学における個人情報の取扱いについ

ては、その利用目的をできる限り特定する。
２　本学は、利用目的を変更する場合は、変更

前の利用目的と関連性を有すると合理的に認
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められる範囲を超えないものとする。
（利用目的による制限）
第 12 条　本学は、あらかじめ本人から同意を得

た場合を除き、前条の規定により特定された
利用目的の達成に必要な範囲を超えて当該個
人情報を取り扱わないものとする。
２　本学は、個人情報保護法第 2 条第 5 項に定

める個人情報取扱事業者から事業を承継する
ことにより個人情報を取得したときは、あら
かじめ本人から同意を得た場合を除き、承継
前における当該個人情報の利用目的の達成に
必要な範囲を超えて当該個人情報を取り扱わ
ないものとする。
３　前 2 項の規定は、個人情報保護法第 16 条第

3 項に定める場合については、適用しない。
（適正な取得）
第 13 条　本学は、虚偽その他不正の手段により

個人情報を取得しないものとし、要配慮個人
情報については、個人情報保護法第 17 条第 2
項に定める場合を除き、あらかじめ本人の同
意を得て取得するものとする。

（取得に際しての利用目的の通知等）
第 14 条　本学は、個人情報を取得したときは、

あらかじめその利用目的を公表している場合
及び取得の状況から利用目的が明らかである
と認められる場合を除き、速やかにその利用
目的を本人に通知又は公表するものとする。
２　本学は、前項の定めるもののほか、本人と

の間において契約を締結することにより契約
書その他の書面（電子的方式、磁気的方式そ
の他人の知覚によって認識することができな
い方式で作られる記録を含む。以下この項に
おいて同じ。）に記載された当該本人の個人情
報を取得する場合、本人から直接書面に記載
された当該本人の個人情報を取得する場合等
は、あらかじめ本人に対し、その利用目的を
明示するものとする。ただし、人の生命、身
体又は財産の保護のために緊急に必要がある
場合は、この限りではない。
３　本学は、取得した個人情報の利用目的を変

更したときは、変更された利用目的について、
速やかに本人に通知又は公表するものとする。
４　前 3 項の規定は、個人情報保護法第 18 条第

4 項に定める場合については、適用しない。
（第三者提供の制限、確認・記録義務の履行）
第 15条　本学は、次の各号に掲げる場合を除き、

あらかじめ本人からの同意を得ずに、個人デー
タを第三者に提供しないものとする。

⑴　法令に基づく場合
⑵　人の生命、身体又は財産の保護のため

に必要がある場合であって、本人の同意

が得ることが困難である場合
⑶　公衆衛生の向上又は児童の健全な育成

の推進のために必要がある場合であって、
本人に同意を得ることが困難である場合

⑷　国の機関若しくは地方公共団体又はそ
の委託を受けた者が、法令の定める事務
を遂行することに対して協力する必要が
ある場合であって、本人の同意を得るこ
とにより当該事務の遂行に支障を及ぼす
おそれがある場合

２　前項の規定に関わらず、次に掲げる事項に
ついて、あらかじめ本人に通知し、又は本人
が容易に知りうる状態に置くとともに、個人
情報保護委員会（内閣府外局）へ届け出たと
きは、（なお、個人情報保護委員会への届出は、
電子情報処理組織を使用するか、又は所定の
届出書及びその記載事項を記録した光ディス
クを提出することにより行う。）、当該個人デー
タを第三者に提供することができる。

⑴　第三者への提供を利用目的とすること
⑵　第三者に提供される個人データの項目
⑶　第三者への提供の方法
⑷　本人の求めに応じて当該本人が識別さ

れる個人データの第三者への提供を停止
すること

⑸　前号の本人の求めを受け付ける方法
３　前項の規定は、要配慮個人情報について適

用しない。
４　次に掲げる場合において、当該個人データ

の提供を受ける者は、第 1 項の規定の適用に
ついては、第三者に該当しないものとする。

⑴　本学が利用目的の達成に必要な範囲内
において個人データの取扱いの全部又は
一部を委託することに伴って当該個人
データが提供される場合

⑵　合併その他の事由による事業の承継に
伴って個人データが提供される場合

⑶　特定の者との間で共同して利用される
個人データが当該特定の者に提供される
場合であって、次に掲げる項目について、
あらかじめ、本人に通知し、又は本人が
容易に知り得る状態においている場合
①　共同利用する個人データが当該特定

の者に提供される旨
②　共同して利用される個人データの項目
③　共同して利用する者の範囲
④　利用する者の利用目的
⑤　個人データの管理について責任を有

する者の氏名又は名称
５　本学は、外国にある第三者に個人データを

提供する場合には、第１項各号に掲げる場合
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を除くほか、あらかじめ外国にある第三者へ
の提供を認める旨の本人からの同意を得ずに、
当該個人データを第三者に提供しないものと
する。
６　本学は、個人データの提供を第三者に対し

て行い、又は第三者から個人データの提供を
受けた場合は、個人情報保護法第 25 条及び第
26 条その他関係法令の定めに基づき、適切に
確認及び記録義務を履行するものとする。

第２節　個人情報等の登録・保管・廃棄
（データ内容の正確性・最新性の確保、消去義務）
第 16 条　本学は、利用目的の達成に必要な範囲

内において、個人データを正確かつ最新の内
容に保つとともに、利用する必要がなくなっ
た個人データは、遅滞なく適正な方法で廃棄
又は消去するよう努めるものとする。

（安全管理措置）
第 17 条　本学は、取得した個人データの漏洩、

滅失及び毀損の防止その他個人データの安全
管理のために必要かつ適切な措置を講じるも
のとする。

（データ管理に関する規則等の整備）
第 18 条　前二条に規定する個人データの登録、

保管及び廃棄に関し必要な事項は、別に定め
る。

第４章　個人情報の管理
（個人情報の適正管理）
第 19 条　個人情報保護管理者は、個人情報の安

全管理及び正確性を堅持するため、次の各号
に掲げる事項について適切な措置を講じなけ
ればならない。

⑴　個人情報の改ざん、漏洩、紛失又は毀
損を防止すること。

⑵　利用目的の達成に必要な範囲内におい
て、個人情報を正確かつ最新の内容に保
つこと。

⑶　保有することが不必要となった情報は、
速やかに廃棄又は消去すること。

（個人情報の機械処理の機能の限定）
第 20 条　個人情報をコンピュータ等により機械

処理するときは、業務上の必要な範囲にその
機能を限定しなければならない。

（業務の委託）
第 21 条　個人情報保護管理者は、個人データの

取扱いの全部又は一部を学外に委託するとき
は、その取扱いを委託された個人データの安
全管理が図られるよう、委託を受けた者に対
する必要かつ適切な監督を行わなければなら
ない。

２　前項の場合、個人情報保護管理者は、委託
する事業の規模及び性質、個人データの取扱
い状況等に起因するリスクに応じて、次の各
号に掲げる必要かつ適切な措置を講じなけれ
ばならない。

⑴　適切な委託先の選定
⑵　委託契約の締結
⑶　委託先における個人データ取扱状況の

把握

第５章　個人情報の開示及び訂正
（保有個人データの開示）
第 22 条　本人は、本学が保有する当該本人が識

別される保有個人データについて、本学に対
し開示の請求をすることができる。
２　前項の請求は、保有個人データの内容その

他開示請求に必要な事項を明記した文書を、
開示請求する保有個人データを保有する個人
情報保護管理者に提出して行うものとする。
３　第 1 項の請求を受けた個人情報保護管理者

は、総括保護管理者の承認を得て、個人情報
保護法その他関係法令の定めに従った措置を
講じるものとする。

（保有個人データの訂正等）
第 23 条　本人は、本学が保有する当該本人が識

別される保有個人データの内容が事実でない
ときは、本学に対し当該保有個人データの内
容の訂正、追加又は削除（以下この条におい
て「訂正等」という。）の請求をすることがで
きる。
２　前項の請求は、訂正等の請求に必要な事項

を明記した文書を、訂正等を請求する保有個
人データを保有する個人情報保護管理者に提
出して行うものとする。
３　第 1 項の請求を受けた個人情報保護管理者

は、必要に応じ総括保護管理者の承認を得て、
個人情報保護法その他関係法令の定めに従っ
た措置を講じるものとする。

（保有個人データの利用停止等）
第 24 条　本人は、本学が保有する当該本人が識

別される保有個人データが第 12 条第 1 項の規
定に違反して取り扱われているとき又は第 13
条の規定に違反して取得されたものであると
きは、本学に対し当該保有個人データの利用
の停止又は消去（以下この条において「利用
停止等」という。）を請求することができる。
２　本人は、本学が保有する当該本人が識別さ

れる保有個人データが第 15 条の規定に違反し
て第三者に提供されているときは、本学に対
し当該保有個人データの第三者への提供の停
止を請求することができる。
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３　前二項の請求は、利用停止等又は第三者へ
の提供の停止の請求に必要な事項を明記した
文書を、利用停止等又は第三者への提供の停
止を請求する保有個人データを保有する個人
情報保護管理者に提出して行うものとする。
４　第 1 項及び第 2 項の請求を受けた個人情報

保護管理者は、必要に応じ総括保護管理者の
承認を得て、個人情報保護法その他関係法令
の定めに従った措置を講じるものとする。

第６章　不服の申立て
（不服の申立て）
第 25 条　学生及び役職員等は、個人情報の取扱

いに関し、委員会に不服申立て（以下「申立
て」という。）をすることができる。ただし、
第 22 条乃至第 24 条に定める事項に関する不
服の申立ては、第 22 条乃至第 24 条の決定に
関するものに限りこれを行うことができる。
２　前項の申立ては、不服の内容その他申立て

に必要な事項を明記した文書を、委員会に提
出して行うものとする。
３　委員会の委員長は、申立てを受けたときは、

速やかに総括保護管理者及び当該不服申立事
項に関係する個人情報保護管理者と協議のう
え、必要に応じ当該申立て事項について審議
するものとするものとし、審議の結果を直ち
に総括保護管理者に報告するものとする。
４　総括保護管理者は、前項の委員会の審議結

果等を勘案し、申立てが正当であると判断し
たときは、全ての個人情報保護管理者に対し
て是正等の勧告を行うとともに、その是正等
の内容について、文書等により学生及び役職
員等に通知しなければならない。

（調　査）
第 26 条　職員は、個人情報の取扱いに関しこの

規程その他法令等に違反があると判断したと
きは、その事項について速やかに総括保護管
理者に報告しなければならない。
２　前条の報告を受けた総括保護管理者は、本

学における個人情報の取扱いがこの規程その
他法令等に違反するおそれがあると認めたと
きは、その事実について速やかに調査し、そ
の結果を委員会に報告するとともに、必要に
応じ委員会における審議を要請する。
３　前項の規定にかかわらず、委員会は、違反

の内容等について独自に調査することができ
る。

（罰　則）
第 27 条　この規程その他法令等に違反した者を

懲戒処分とするときは、学校法人京都薬科大
学懲戒委員会規程に基づき行う。

（守秘義務）
第 28条　総括保護管理者、個人情報保護管理者、

委員会の委員及び個人情報に関する業務を担
当する役職員等は、公表された事項を除き、
職務上知り得た秘密を他に漏らしてはならな
い。
２　前項の規定は、委員会における審議又は調

査等の委員以外の出席者又は参考人その他関
係者についても適用する。

（事　務）
第 29 条　個人情報保護に関する事務は、事務局

庶務課において処理する。
（雑　則）
第 30 条　この規程に定めるもののほか、個人情

報の保護に関し必要な事項は、理事長が定め
る。

　附　則
この規程は、2005 年４月１日から施行する。
　附　則
この規程（一部改正）は、教室の名称変更に関
する規程にもとづき、2008 年２月１日
から施行し、2007 年４月１日から適用する。
　附　則
この規程（一部改正）は、職員の名称変更に関
する規程にもとづき 2009 年６月１日から施行す
る。
　附　則
この規程（一部改正）は、2016 年 4 月 1 日から
施行する。
　附　則
この規程（一部改正）は、2017 年 12 月 21 日か
ら施行し、2017 年 5 月 30 日から適用する。
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13 京都薬科大学学生自治会会則

第１章　総　則
第１条　本会は京都薬科大学学生自治会と称す

る。
第２条　本会は京都薬科大学学生を以て構成す

る。同学生は全て会員の義務及び権利をもつ。
第３条　本会は自由平等の精神を基とし、学生

生活全般の発展向上に寄与する事を目的とす
る。
第４条　本会はその本部を京都薬科大学内にお

く。

第２章　組　織
第５条　総会および自治委員会を本会の決議機

関とする。また、執行部の諮問機関として、
キャップ会をおき、予算および執行部が必要
と認めた案件については、執行部と各クラブ
の代表者との合同会議としてキャップ会を開
く。
第６条　執行部は自治会役員である自治会委員

長、副委員長、書記長、会計部長、渉外部長、
学園祭実行委員長、庶務部長で構成される。
第７条　総会および自治委員会の決議執行機関

として執行部会をおく。
第８条　本会の事務処理機関として書記部、会

計部、渉外部、庶務部をおく。
第９条　書記部は書記一般の事務処理機関とす

る。
第 10条　会計部は会計の事務処理機関とする。
第 11条　渉外部は学外の事務処理機関とする。
第 12 条　庶務部は企画、宣伝、連絡記録などの

事務処理機関とする。
第 13 条　学園祭実行委員長は、各クラブより選

出された学園祭実行委員を招集し、学園祭実
行委員会を開く。
第 14 条　学園祭実行委員会の執行部である学園

祭実行委員長、副委員長、書記長および会計、
運動、文化、庶務の各部長は学園祭実行委員
より選出される。
第 15 条　各部の新設および廃止に関する規則を

別に定める。
第 16条　本会に会計監査委員会をおく。

第３章　総　会
第 17条　本会の最高決議機関を総会と定める。
第 18条　総会は全会員を以て構成する。
第 19 条　総会は全会員の 2 分の 1 以上の出席に

よって成立する。但し出席会員が全会員の 2

分の 1 未満 3 分の 1 以上の場合は出席会員全
員の賛成によって成立する。

　総会は出席会員の 2 分の 1 以上の賛成を得て
決議する。賛否相半ばする時は議長に一任す
る。

　同一議題について各学年大会の決議が全学年
を通算して 3 分の 2 以上の出席数と出席会員
の 2 分の 1 以上の賛成を得たものである時は
これは総会の決議とする。但しこの場合は決
議後 2 日以内にこれを会員に告示しなければ
ならない。
第 20 条　毎年 2 回春期および秋期に定例総会を

開く。
第 21 条　全会員の 10 分の 1 以上の要求或は自

治委員会の決議ある時、又は自治委員長の必
要と認める時総会を開く。
第 22条　総会は自治委員長がこれを招集する。
第 23 条　総会の議長は自治委員長の指名により

総会の同意を得てその都度選出する。
第 24 条　総会を開く時は少なくとも 2 日前に会

員に告示しなければならない。
第 25 条　総会の成立しない時は直ちに与論聴取

会に移行することができる。

第４章　委員会
第 26 条　自治委員会は自治会委員および自治会

執行部を以て構成する。
第 27 条　自治委員会は自治会委員の 2 分の 1 以

上の出席によって成立、出席委員の 2 分の 1
以上の賛成を得て決議する。

　自治委員会の決議は総会の決議に次ぐ権限を
もつ。
第 28 条　定例自治委員会は原則として毎週 1 回

開く。
第 29 条　自治会委員の 4 分の 1 以上の要求があ

る時、又は自治会委員長の必要と認める時に
臨時自治委員会を開く。
第 30 条　自治委員会の決議事項はその都度全会

員に報告しなければならない。
第 31 条　自治委員会の傍聴は原則として認め

る。但し自治委員会がこれを拒否する時はこ
の限りではない。
第 32 条　自治委員会および執行部会自治会委員

長がこれを招集する。

第５章　自治委員
第 33 条　学園祭実行委員長をのぞく自治会役員
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は立候補により全会員の投票により選出する。
但し立候補なき場合は自治委員会の推薦によ
り総会の承認を得て決定する。
第 34条　自治委員は立候補を原則とする。
第 35 条　学園祭実行委員長をのぞく自治会役員

の選挙は、前年度執行部の指名する選挙管理
委員会がこれを管理する。

　同委員会より同委員長を選出し、同委員会の
代表となる。

　同管理委員はこの選挙に対し被選挙権をもた
ない。
第 36 条　選挙は告示後 2 日以後 10 日以内でな

ければならない。
第 37 条　自治会委員長は本会を代表し会務を掌

理する。副委員長は自治会委員長を補佐し、
必要ある時は同委員長を代理する。
第 38 条　本会の各部長はそれぞれの部を代表

し、その職務を掌理する。
第 39 条　各執行部員は原則として兼任すること

ができない。但し空枠が急に発生した場合な
ど、やむを得ない場合を自治会が認めた場合
は一時的に兼任することができる。
第 40 条　自治委員の任期は 1 年とし、原則とし

て毎年 4 月に選挙を行う。但し選挙管理委員
会が変更を必要と認めた場合はこの限りでは
ない。
第 41 条　選挙管理委員会の指名は選挙の都度行

われ、その任期は選挙管理委員長が同委員会
の事務処理が全て終了したことを認め、同委
員会の解散を宣言するまでとする。
第 42 条　任期の終わらぬうちに自治委員を辞任

する時は自治委員会の承認を得なければなら
ない。
第 43 条　執行委員に欠員を生じたる時は直ちに

自治会委員長の推選により自治委員会が之を
承認する。
第 44 条　総会の決議が執行委員会の解散を要求

する時は自治会委員長は執行部を 10 日以内に
解散せねばならない。

第６章　会　計
第 45 条　本会の会計年度は毎年 4 月 1 日に始ま

り翌年 3 月 31 日に終る。
第 46 条　本会の経費は会員より徴収する自治会

費年額（3,000 円）、入会金（2,000 円）および
その他の自治会収入を以てこれにあてる。
第 47 条　毎年の入会金を自治会基本金と定め

る。
第 48 条　自治会基本金は自治委員会の承認を得

てその一部又は全部を自治会費に組入れるこ
とができる。但し自治委員会はその旨を会員

に告示しなければならない。
第 49 条　毎年 3 月を会計決算期として会計部長

はその結果を会計監査委員会の承認を得て総
会に報告しなければならない。
第 50 条　自治会各部はその予算を出資する時、

その部の部長に了解を得なければならない。
第 51 条　会計は会員より要求ある時は必ずこれ

を公開しなければならない。

第７章　予　算
第 52 条　本学自治会各部の予算は毎年会計部長

が立案し、予算委員会にて審議し、総会にて
決定する。
第 53 条　予算委員会は自治会執行部より構成さ

れ、自治会委員長がこれを招集する。
第 54 条　各部は各部長を通じて会計部長迄決算

報告並びに予算請求書を提出しなければなら
ない。義務不履行の場合はその処置を予算委
員会に任せる。
第 55 条　会計部長は決算報告、予算請求書並び

に会計監査委員会の各部備品報告を元にして
予算原案を作製し、予算委員会に提出せねば
ならない。
第 56 条　予算委員会は会計部長原案を元にして

予算委員会原案を作製する。
第 57 条　予算委員会原案は自治委員会の承認を

得なければならない。
第 58 条　予算委員会原案を総会に附し、その承

認を得て予算を決定する。
第 59 条　休部中のクラブに交付された大学補助

金は過去 2 年分保管するが、それ以降は自治
会費に含む。

第８章　会計監査
第 60 条　会計監査委員会は、前年度執行部であ

る自治会顧問を以て構成する。前自治会委員
長が会計監査委員長を任じ、同委員会を代表
する。
第 61 条　同委員会は自治会各部の決算報告およ

び自治会の主催する催事の決算報告を監査す
る。
第 62 条　同委員会は自治会各部の備品を調査

し、その報告を会計部長に提出する。
第 63 条　会計監査委員会は自治会委員長の要請

により会計監査委員長が招集し、同委員長を
含めて同委員 4 名以上の出席により成立し出
席委員全員の賛意を得て承認する。

第９章　学年自治
第 64 条　各学年大会をその学年の決議機関とす

る。
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第 65 条　学年大会はその学年の会員を以て構成
する。
第 66 条　学年大会の成立および決議は総会に準

ずる。
第 67 条　その学年の会員の 10 分の 1 以上の要

求のある時、或は自治会委員長の要求する時、
又は学年委員長の必要を認める時、学年大会
を開く。
第 68 条　学年委員会をその学年の決議執行機関

とする。
第 69 条　学年委員会はその学年の自治会委員を

以て構成する。
第 70 条　学年大会および学年委員会は学年委員

長がこれを招集する。

第 10 章　附　則
第 71 条　本会則は総会の承認を得て変更又は附

加することができる。

　附　則
１　この会則は、1997 年４月１日から施行する。

施設案内
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